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午後 ２時３２分まで

２ 場 所

本会議場

３ 出席した委員の氏名

古手川正治、土居昌弘、志村学、衛藤博昭、森誠一、大友栄二、井上明夫、

毛利正徳、濱田洋、元吉俊博、後藤慎太郎、三浦正臣、藤田正道、小嶋秀行、

馬場林、尾島保彦、玉田輝義、戸高賢史、河野成司、堤栄三

４ 欠席した委員の氏名

木付親次

５ 出席した委員外議員の氏名

木田昇

６ 出席した執行部関係者の職・氏名

生活環境部長 柴田尚子、商工労働部長 神﨑忠彦、

国民文化祭・障害者芸術文化祭局長 土谷晴美、議会事務局長 酒井薫、

人事委員会事務局長 下郡政治、労働委員会事務局長 太田尚人 ほか関係者

７ 会議に付した事件の件名

別紙次第のとおり

８ 会議の概要及び結果

（１）第９２号議案平成２８年度大分県一般会計歳入歳出決算の認定について、第９５号議案

平成２８年度大分県中小企業設備導入資金特別会計歳入歳出決算の認定について及び第９

６号議案平成２８年度大分県流通業務団地造成事業特別会計歳入歳出決算の認定について

審査を行った。

詳細については、別紙「会議の概要及び結果」のとおり。

９ その他必要な事項

な し

１０ 担当書記



議事課委員会班 副主幹 長友玉美

議事課委員会班 課長補佐（総括） 小野清志

議事課議事調整班 副主幹 長尾真也

議事課議事調整班 副主幹 秋本昇二郎



決算特別委員会次第

日時：平成２９年１０月５日（木）１０：００～

場所：本会議場

１ 開 会

２ 部局別決算審査

（１）生活環境部

①決算説明

②質疑・応答

③内部協議

（２）商工労働部

①決算説明

②質疑・応答

③内部協議

（３）国民文化祭・障害者芸術文化祭局

①決算説明

②質疑・応答

③内部協議

（４）議会事務局

①決算説明

②質疑・応答

（５）人事委員会事務局

①決算説明

②質疑・応答

（６）労働委員会事務局

①決算説明

②質疑・応答

（７）上記（４）～（６）に係る内部協議

３ その他

４ 閉 会
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別 紙

会議の概要及び結果

ただ今から、本日の委員会を古手川委員長

開きます。

この際、付託された議案を一括議題とし、

これより審査に入ります。

本日は、生活環境部、商工労働部、国民文

化祭・障害者芸術文化祭局、議会事務局、人

事委員会事務局及び労働委員会事務局の部局

別審査を行います。

これより、生活環境部関係の審査に入りま

す。

執行部の説明は、要請した時間の範囲内と

なるよう要点を簡潔・明瞭にお願いいたしま

す。

それでは、生活環境部長及び関係課室長の

説明を求めます。

初めに、昨年度の決算特柴田生活環境部長

別委員会において御指摘のあった案件につき

まして、措置状況を御報告いたします。

平成２７年度決算特別委員会審査報告書に

対する措置状況報告書の１３ページをお開き

願います。③動物愛護協働推進事業について

でございます。

飼い主への啓発に加え、獣医師会やボラン

ティアと連携し、犬猫の譲渡会を開催する等、

これまで殺処分頭数の縮減に取り組んでまい

りました。その結果、左の措置結果の３段落

目でございますが、平成２８年度の殺処分頭

数は、前年度と比較いたしまして、犬で８７

頭、猫で５８７頭減少しております。

猫の不妊去勢手術助成事業につきましては、

市町村に対し、積極的な活用を働き掛けると

ともに、獣医師会に対しても市町村への協力

を求めるなど活用の促進に努めているところ

です。

また、新たに建設する動物愛護拠点施設で

は、犬猫の返還、譲渡を推進するとともに、

動物愛護についての普及啓発、情報発信及び

教育学習を行い、犬猫の殺処分頭数の減少に

向け、取組を進めてまいります。

続きまして、１４ページの④自主防災活動

促進事業についてでございます。

地域防災の核となる防災士の養成につきま

しては、２８年度末の本県の防災士は８，４

９７人となっております。養成した防災士の

実践力向上を図るため、防災スキルアップ研

修を実施しておりまして、２７年度は１，２

５０人、２８年度は１，０５０人の防災士が

受講しております。

下から２番目の段落でございますが、熊本

地震に係る対応等の検証を踏まえ、自主防災

組織等による防災・減災活動の一層の強化等

を図るため、今年度新たに地震・津波対策加

速化支援事業を創設し、自主防災組織等が行

う避難訓練や避難所運営訓練など必要な経費

について、市町村を通じて助成しております。

このような取組を通じて、地域におけるよ

り実践的な防災訓練の実施など、引き続き市

町村と連携して、自主防災活動の活性化に努

めてまいります。

次に、生活環境部の全般的な決算内容につ

きまして御説明いたします。

平成２８年度一般会計及び特別会計決算事

業別説明書の１１１ページをお開きください。

平成２８年度歳出決算総括表でございます

が、表の一番下の欄の歳出合計を御覧くださ

い。

予算現額１１６億４，８９９万６千円に対

しまして、支出済額が１１３億２，７０７万

９，８４６円、翌年度繰越額が１億８，５０

３万９千円、不用額が１億３，６８７万７，

１５４円となっておりますので、予算現額と

支出済額との比較では、３億２，１９１万６，

１５４円となっております。

このうち、繰越しの主なものは、真ん中の

環境保全費の海岸漂着物地域対策推進事業５，

５１１万９千円、それから下の方の自然公園

施設災害復旧費７，０４６万４千円などで、

国の交付決定が年度末になったことなどによ
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るものです。

決算全般事項については以上でございます。

続きまして、平成２８年度における主要な

施策の成果について、生活環境部関係の主要

な事業を御説明申し上げます。

お手元の資料、平成２８年度における主要

な施策の成果の７７ページをお開きください。

左上の事業名、おおいたジオパーク推進事

業、１の現状・課題、目的の右側の欄、事業

の目的でございますが、本事業は、本県に多

数存在する学術的価値が高い貴重な地形や地

質遺産を活用するジオパーク活動により、地

域の活性化を図るものでございます。

２の事業内容ですが、ジオシンポジウムの

開催、ガイドのスキルアップ研修、拠点施設

の整備等、姫島・豊後大野両地域に対して支

援するとともに、自然といろフォーラムの開

催など県内外への情報発信に取り組んでまい

りました。

３の事業の成果ですが、様々な情報発信や

ジオガイドの養成により、ジオパークへの関

心や認知度の向上が図られたと考えておりま

す。

４の今後の方向性等ですが、現在再認定審

査を控えているところですが、両地域のジオ

パーク活動を持続可能な取組とするため、受

入れ体制整備等の支援を行ってまいります。

下のユネスコエコパーク推進事業でござい

ます。

１の事業の目的ですが、本事業は祖母・傾

地域一帯をユネスコエコパークとして登録し、

同地域の豊かな地域資源に改めて目を向ける

きっかけを作り、環境保全のための研究・活

動の推進や自然と共生した地域振興を図るも

のでございます。

２の事業内容ですが、学術部会の開催など

関係機関等と連携し、登録に向けた活動を進

めていくとともに、シンポジウムやフォトコ

ンテストの開催など、広報活動に取り組んで

まいりました。

３の事業の成果ですが、昨年度はユネスコ

国内委員会での国内推薦決定を受け、正式に

ユネスコに申請書を提出いたしました。

４の今後の方向性等ですが、継続・見直し

で、本年６月に登録決定いたしましたが、今

後エリア内の学術調査を進めるとともに、情

報発信の強化により知名度の向上を図ってま

いります。また、これらの推進体制を整備し、

行動計画を策定いたします。

８０ページをお開きください。豊かな水環

境創出事業でございます。

１の事業の目的ですが、筑後川など四つの

モデル河川につきまして、各流域の実情に応

じた保全活動を展開していくことにより、豊

かな水環境を創出するものでございます。

２の事業内容ですが、筑後川上流みずのわ

会議の開催による啓発など各流域での活動の

支援するとともに、県民への啓発等を行いま

した。

３の事業の成果ですが、モデル河川におけ

る流域会議の活動や住民の保全活動が目標を

上回っており、取組が定着しつつあると認識

しております。

４の今後の方向性等ですが、今年度からは、

新たに豊かな水環境保全推進事業として、各

流域の課題に対する専門的助言の提供や若い

世代の参加者を拡大する取組など、各流域の

主体的な取組を支援するなど行ってまいりま

す。

８３ページをお開きください。おおいたう

つくし作戦推進事業でございます。

１の事業の目的ですが、この事業は平成１

５年度から取り組んだごみゼロおおいた作戦

をステップアップし、おおいたうつくし作戦

をスタートさせ、環境活動の裾野を広げ将来

に向けた担い手の確保を図るため、従来の環

境保全活動にまちづくりなどの視点を盛り込

んだ取組を展開していくものでございます。

２の事業内容ですが、県内各地域の環境課

題の解決に向けた委託事業を提案公募により

１０団体採択し、地域の実情に応じた取組を

支援するとともに、県民啓発や環境団体の交

流の場となるイベントとして、おおいたうつ

くし感謝祭を開催いたしました。
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３の事業の成果ですが、うつくし作戦は昨

年度本格的にスタートしたところですが、け

ん引役となるうつくし推進隊が昨年度末で８

５団体となり、現在も着実に増加しており、

担い手の確保を図ることができたと考えてお

ります。

４の今後の方向性等ですが、国民文化祭等

の国民的行事など様々な場面で、環境の視点

からおもてなしをする体制を整えるとともに、

地域の特性を生かした取組を支援してまいり

ます。

８６ページをお開きください。動物愛護協

働推進事業でございます。

１の事業の目的ですが、本事業は犬猫の譲

渡を推進するとともに、その拠点となる動物

愛護施設の設置に向け、大分市との協議を進

めていくものです。

２の事業内容ですが、猫を適切に管理する

地区に対し、不妊去勢手術の費用を助成する

とともに、ボランティアや獣医師会の協力の

下１５回の譲渡会を開催いたしました。

３の事業の成果ですが、譲渡に際しての講

習会等の開催により、飼い主に対し適正飼養、

終生飼養、不妊去勢手術の重要性について重

点的な啓発を行い、譲渡頭数も目標を上回っ

ております。

４の今後の方向性等ですが、猫問題が多い

市町村に対し不妊去勢手術補助利用の呼び掛

けに引き続き取り組んでいくとともに、大分

市と共同で動物愛護拠点施設の整備を進め、

県民の動物愛護精神の一層の醸成を図ってま

いります。

９０ページをお開きください。災害ボラン

ティアセンター運営支援事業でございます。

事業の目的ですが、本事業は災害時のボラ

ンティアセンターの速やかな設置と円滑な運

営を実現するため、平素からの関係機関との

協力・連携体制の構築やリーダーや運営スタ

ッフの育成、効率的な運営のためのシステム

構築を支援していくものです。

２の事業内容ですが、②災害ボランティア

センター運営現地研修の実施では、運営リー

ダーを被災地に派遣しノウハウを習得してい

ただくとともに、③市町村災害ボランティア

ネットワーク協議会の設立支援では、センタ

ーの円滑な運営のため、専門家団体や地域住

民による協議会を設置したところでございま

す。

３の事業の成果ですが、熊本地震の対応の

検証を受け、災害ボランティアセンターの役

割の理解・普及に努めた結果、研修受講者の

増加につながりました。

４の今後の方向性等ですが、運営リーダー

の増員と長期にわたる生活復旧支援活動に備

えた研修を実施していくとともに、被災者ニ

ーズを効率的に把握しボランティアにつなぐ

システムの構築を図ってまいります。

９１ページをお開きください。地域を担う

ＮＰＯ協働モデル創出事業でございます。

１の事業の目的ですが、本事業はＮＰＯ・

行政・企業等による多様な主体との協働を推

進し、地域課題の解決に継続的に取り組むモ

デルを創出するとともに、ＮＰＯが公共の担

い手として認知されることにより、ＮＰＯの

活性化を目指すものでございます。

２の事業内容ですが、ＮＰＯ・行政・地元

団体が実行委員会を組織して地域の課題を継

続的に解決する事業を協働のモデルとして実

施いたしました。

３の事業の成果ですが、モデル事業の提案

の段階からＮＰＯとともに取り組んだため、

採択された団体のみならず応募したＮＰＯの

提案力の向上が図られたと考えております。

４の今後の方向性等ですが、平成２７年度

及び平成２８年度採択事業について９月に中

間報告会を実施し、事業を検証するとともに、

県政広報媒体を活用した広報活動を強化し、

ＮＰＯ活動に対する県民の理解を促進してま

いります。

下の９２ページでございます。自主防災活

動促進事業でございます。

１の事業の目的ですが、本事業は、自主防

災活動の要となる防災士の養成やスキルアッ

プ研修による人材育成等により、地域防災活
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動の活性化を図るものでございます。

２の事業内容ですが、自主防災組織活性化

支援センター運営では、防災士養成研修を７

回開催し４２７名に受講していただき防災士

を養成するとともに、防災士スキルアップ研

修を県内各地で延べ２５回開催しております。

また、防災アドバイザー派遣では、防災学習

会や訓練を実施する県内の自治会や自主防災

組織等への防災専門家を９６回派遣しており

ます。

３の事業の成果ですが、昨年４月発生の熊

本地震により被害の大きかった市町では、被

災支援が優先されたことに加え、地震を契機

として訓練実施を見直し、住民間の連携を確

認する目的で研修等を実施する自主防災組織

が増えたことなどから、避難訓練等の実施率

が目標を下回っており、評価がＣとなってお

ります。

４の今後の方向性等ですが、養成した防災

士が地域において避難訓練を円滑に実施でき

るよう防災士スキルアップ研修のメニューの

見直しを行うとともに、市町村と連携して研

修受講者の掘り起こしを行います。

９６ページをお開きください。地震・津波

対策推進事業でございます。

１の事業の目的ですが、本事業は南海トラ

フ巨大地震に備え、市町村に対し高齢者等要

支援者の早期避難に必要な用具の整備、避難

地や避難路の整備の助成を行い、人的被害の

軽減を図るものです。

２の事業内容ですが、①災害時非常用備蓄

品整備事業では、８市における避難マットや

毛布等の購入に対しての助成、②避難地整備

事業では、５市町に対して備蓄倉庫や照明灯

の設置などに対して助成いたしました。

３の事業の成果ですが、東日本大震災を契

機とした避難路、避難地の整備や非常用資機

材の備蓄など、市町村における防災・減災対

策が促進されたと考えております。

４の今後の方向性等ですが、これまでの成

果や熊本地震の検証などを踏まえ、事業メニ

ューの見直しを行い、２９年度から新たに地

震・津波対策加速化支援事業を創設し、自主

防災組織等が行う防災・減災活動や避難所機

能等強化を図ってまいります。

９７ページをお開きください。女性の活躍

推進事業でございます。

１の事業の目的ですが、本事業は、女性の

就労や能力開発を支援するとともに、経済団

体と連携し、企業に対して女性の登用促進や

働きやすい環境づくりなどについての働き掛

けを行い、女性の活躍推進及び男女が共に働

きやすい社会の実現を図るものでございます。

２の事業内容ですが、大分市、別府市、中

津市で就労希望の女性のための無料託児サー

ビスを実施するとともに、企業経営者に対す

るトップセミナーなどを開催いたしました。

３の事業の成果ですが、企業にアドバイザ

ーを派遣し女性活躍に向けた取組を促した結

果、７３社が女性活躍推進宣言を行っており

ます。

４の今後の方向性等ですが、優れた取組を

行っている企業に対する表彰の実施や、アド

バイザー派遣による企業啓発を更に進めてま

いります。

下の９８ページでございます。私立学校施

設耐震化促進事業でございます。

１の事業の目的ですが、本事業は私立小・

中・高等学校の耐震補強工事又は耐震改築工

事に要する経費の一部を補助し、早期の耐震

化完了を支援するものでございます。

２の事業内容ですが、①耐震補強工事及び

②耐震改築工事それぞれ１校に対して助成を

行いました。

３の事業の成果ですが、本県の私立学校の

施設耐震化は１００％となりました。

４の今後の方向性等については、終了でご

ざいます。

９９ページをお開きください。私立学校運

営費補助でございます。

１の事業の目的ですが、本事業は私立小・

中・高等学校の教育条件の維持向上や経営の

健全性確保を図るとともに、魅力ある私立学

校づくりを支援するものでございます。
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２の事業内容ですが、１９の私立学校に対

し経常的経費の助成を行うとともに、特色あ

る学校づくりに向けた進学・就職・スポーツ

・文化などの取組に対し助成を行いました。

３の事業の成果ですが、公教育の一翼を担

う私立小・中・高等学校の教育環境の維持向

上を図ることができたと考えております。

４の今後の方向性等ですが、私立学校が公

教育に果たす役割の重要性に鑑み、引き続き

支援してまいります。

下の１００ページを御覧ください。青少年

自立支援対策推進事業でございます。

事業の目的ですが、本事業はニートやひき

こもりなど社会的自立に困難を抱える青少年

やその保護者などを対象に、総合相談を実施

し支援団体・機関につなぐことで、青少年が

社会と接する機会を提供するものでございま

す。

２の事業内容ですが、①おおいた青少年総

合相談所の運営では、三つの相談機関を１か

所に集約し、ワンストップ化したおおいた青

少年総合相談所を運営しております。②青少

年自立支援センターの運営では、おおいた青

少年総合相談所内で、青少年及びその保護者

などへの総合相談を実施しております。

３の事業の成果ですが、市町村等との連携

強化により、青少年自立支援センターの周知

も図られ、センターの相談件数は増加してい

るところでございます。

４の今後の方向性等ですが、来所が困難な

青少年等に対する訪問支援等の充実及び高等

学校等教育機関との情報共有や連携強化を図

っていくとともに、親の会などのＮＰＯとの

協働により、ニート・ひきこもりなどの青少

年の自立支援を行ってまいります。

主要な施策の成果については、以上でござ

います。

続きまして、平成２８年度の行政監査の結

果の概要について御説明いたします。

お手元の資料、平成２８年度行政監査・包

括外部監査の結果の概要を御覧ください。

４ページでございます。当部所管の自然保

護推進室に係るものについて御説明いたしま

す。

上から４番目の５指定管理施設における管

理責任の明確化のところでございます。

指定管理施設の調査を行う際に、土木建築

部職員等との同行による調査が実施されてい

なかったため、改善事項として指定管理者制

度制度運用ガイドラインに沿った同行調査を

実施するよう求められたものです。

２８年度からは、ガイドラインに沿った同

行調査を実施しております。

包括外部監査につきましては、当部は該当

ございませんでした。

私からの説明は以上ですが、その他の事業

については各課室長から説明させますので、

よろしくお願い申し上げます。

それでは、生活環境藤本生活環境企画課長

部関係の歳入決算額の予算に対する増減額等

につきまして、お手元の資料、決算附属調書

により私から一括して御説明を申し上げます。

なお、歳出の主なものにつきましては、先

ほど使いました一般会計及び特別会計決算事

業別説明書により、各課から順次御説明して

まいります。

まず、歳入決算額の予算に対する増減額に

ついてでございます。

決算附属調書の２ページをお願いします。

表中の科目欄、一番下の保健環境手数料の

増収となったものの一つ目、衛生免許試験そ

の他手数料６８６万５，５２０円。また、三

つ目の温泉手数料１３７万８，２００円の増

収でございます。

これは、いずれも関連の許可申請件数が見

込みを上回ったことによるものでございます。

次に、３ページを御覧ください。

科目欄の一番下、福祉生活費国庫補助金の

うち、次の４ページになりますが、減収とな

ったものの三つ目、地方改善施設整備費補助

金６７２万６千円、科目欄の中ほどの保健環

境費国庫補助金のうち、減収となったものの

四つ目、地域環境保全対策費補助金４，８３

６万３千円、その下の生活基盤耐震化等交付
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金７１０万８千円の減収でございます。

これは、いずれも平成２９年度への繰越明

許が大きな要因になっております。

飛びまして８ページを御覧ください。

科目欄中ほどの基金繰入金のうち下から三

つ目、地域環境保全基金繰入金４０１万３，

６２２円は、防災拠点再生可能エネルギー導

入事業の補助金等が見込みを下回ったことに

より、また、一番下の産業廃棄物税基金繰入

金７７８万１，３９０円は、産業廃棄物処理

施設等監視指導事業の事務費が見込みを下回

ったことにより減収となっております。

続きまして、当部の不用額の主なものにつ

いて御説明いたします。

１４ページをお開きください。表中左の科

目欄、一つ目の防災費のうち、防災総務費７，

２２９万３，０９０円は、大分県災害被災者

住宅再建支援事業費の補助金が見込みを下回

ったこと、科目欄中ほどの児童福祉費のうち、

四つ目の女性青少年対策費５９８万４，１２

６円は、女性の活躍推進事業の報償費等が見

込みを下回ったこと及び経費の節減によるも

のでございます。

次に１５ページを御覧ください。科目欄中

ほどの環境保全費のうち、一つ目の公害対策

費８９４万９，６６１円は、防災拠点再生可

能エネルギー導入事業の補助金等が見込みを

下回ったことにより、その下の環境整備指導

費９３６万７，５２５円は、廃棄物不法投棄

防止対策事業の補助金等が見込みを下回った

ことによるものでございます。

次に１８ページを御覧ください。科目欄中

ほどの教育総務費のうち、一番下の文教費１，

４７０万２，５５９円は、私立学校施設耐震

化促進事業の補助金が見込みを下回ったこと

及び経費の節減によるものでございます。

続きまして、収入未済額について御説明を

申し上げます。

２３ページを御覧ください。雑入に係る収

入未済額として、課名欄の一つ目の廃棄物対

策課分２億１，３３２万３，８０３円でござ

います。

これは、日出町真那井の産廃処分場、竹田

市直入町の廃プラスチック撤去及び杵築市日

野の産廃処分場に係る行政代執行経費の残額

並びに環境保全協力金の未収額です。事業者

の支払能力不足等により収入未済となってい

るものでございます。

今後も引き続き事業者の収入状況を注視し

ながら、鋭意代執行経費の返済を求めるとと

もに、環境保全協力金についても厳しく納付

を求めてまいります。

決算附属調書による生活環境部関係につい

ての説明は以上でございます。

続きまして、先ほど御覧いただきました平

成２８年度一般会計及び特別会計決算事業別

説明書を御覧ください。

これから先は、各課から順次説明を申し上

げます。最初に、生活環境企画課関係につい

て説明いたします。

１１３ページをお開きください。歳出の主

なものについては、第６目交通対策費の事業

説明欄の一つ目、おこさず・あわず・事故ゼ

ロ運動推進事業費、決算額６０５万５，２０

０円でございます。

これは、県民総ぐるみ運動として四季の交

通安全運動を実施するとともに、企業や小学

校などの各種研修会に交通安全教育講師を１

１５回派遣し、1万５１５人に対して交通安

全思想の啓発を行ったものでございます。

１１５ページをお開きください。第６目衛

生環境研究センター費の事業説明欄上から二

つ目、運営費の決算額９，９８７万４，５２

９円でございます。

これは、センターの運営及び残留農薬や感

染症などの保健衛生並びに水質やＰＭ２．５

などの環境保全に関する試験検査に要した経

費でございます。

うつくし作戦推梶原うつくし作戦推進課長

進課関係について説明いたします。

同じ資料の１１７ページをお開きください。

第２目公害対策費の下から二つ目、防災拠点

再生可能エネルギー導入事業費、決算額２億

４，８５６万２，２３５円でございます。
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これは、市町村の防災拠点施設への再生可

能エネルギーの導入によるＣＯ２排出抑制対

策と併せて災害時の非常電源確保による防災

機能の強化に要した経費でございます。

昨年度は、津久見市の津久見小学校や豊後

高田市の香々地公民館、姫島村の避難所等、

３市１村の計１１か所に太陽光発電システム

と蓄電池等を導入しております。

次の１１８ページをお願いいたします。第

３目環境整備指導費の３Ｒ普及推進事業費、

決算額６４３万７，４２４円でございます。

これは、リデュース・リユース・リサイク

ルの３Ｒの推進を通じて循環型社会の構築に

向けた取組に要した経費でございます。

食材を無駄なく活用し、エネルギー消費を

抑えた環境に優しい料理コンテスト、Ｅ級グ

ルメコンテスト――ＥはＥＣＯの頭文字でご

ざいますが、この実施やマイバッグ持参を促

すポスターの作成・配布等、県民に対する３

Ｒの周知・啓発を図るとともに、リサイクル

認定製品の認定及び安全性を担保するための

溶出試験を行いました。

自然保護推進室関係山﨑自然保護推進室長

について御説明申し上げます。

１１９ページをお開きください。第４目自

然保護費の三つ目、希少野生動植物保護事業

費、決算額２９１万１，０９５円でございま

す。

これは、大分県希少野生動植物の保護に関

する条例に基づく指定希少野生動植物の指定

や希少野生動植物保護推進員の育成等、希少

野生動植物保護の推進に要した経費でござい

ます。

続いて、第５目温泉費の一つ目、温泉資源

適正利用推進事業費、決算額１，８６４万８

００円でございます。

これは、温泉資源のモニタリングと分析の

実施による温泉資源の適切な管理に要した経

費でございます。

続きまして、１２０ページをお願いします。

第２目観光開発費の二つ目、魅力ある景観づ

くり推進事業費、決算額９９９万９，７２０

円でございます。

これは、九州自然歩道等の歩道・標識等を

整備し、利用者の利便性・安全性の向上を図

ったものでございます。

県民生活後藤県民生活・男女共同参画課長

・男女共同参画課関係について御説明を申し

上げます。

１２２ページをお開きください。 第２目

企画調査費の上から二つ目、ＮＰＯ人材育成

・運営強化事業費、決算額１，７０６万３，

９０５円でございます。

これは、ＮＰＯの人材育成や活動の支援を

図るため、おおいたボランティア・ＮＰＯセ

ンターにおきまして、ＮＰＯの運営力向上の

ための講座の開催や税理士等の運営アドバイ

ザーの派遣などの実施に要した経費などでご

ざいます。

次に、１２４ページをお願いいたします。

第４目女性青少年対策費の上から三つ目、Ｄ

Ｖのない社会づくり推進事業費、決算額３９

２万６，００２円でございます。

これは、大分県ＤＶ対策基本計画に基づき

まして、民間シェルターの運営費補助やＤＶ

被害者の自立支援など、各種事業の実施に要

した経費でございます。

私学振興・青少森髙私学振興・青少年課長

年課関係について御説明申し上げます。

同じ資料の１２６ページをお開きください。

第８目文教費の一つ目、私学振興費、決算額

５１億３，５３５万２，０６４円でございま

す。

これは、私立学校振興助成法等の規定に基

づき、私立学校教育の振興を図るため、私立

学校に対し補助金の交付及び指導を行ったも

のでございます。

二つ目、私立高等学校授業料減免補助、決

算額３，６７１万８，９７３円でございます。

これは、経済的理由により修学が困難な生

徒に対する授業料減免に要する経費に対し補

助したものでございます。

下から五つ目、私立高等学校等就学支援事

業、決算額１４億９，０９５万８，９３８円
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でございます。

これは、意志ある私立高校生等の教育を受

ける機会を確保するため、公立高校授業料相

当額の助成に要した経費でございます。

食品・生活衛生課佐伯食品・生活衛生課長

関係について御説明申し上げます。

１２７ページをお願いいたします。第３目

食品衛生指導費の四つ目、ＨＡＣＣＰ推進事

業費、決算額２４３万５，０４１円でござい

ます。

これは、食の安全確保に有効なＨＡＣＣＰ

の普及を図るため、講習会の開催や現地指導

等の実施に要した経費でございます。

次に１２９ページをお願いいたします。第

５目食肉衛生検査所費の二つ目、食肉検査体

制高度化事業費、決算額２，６９３万４，５

１８円でございます。

これは、産地食肉流通センター――豊後大

野市にあります株式会社大分県畜産公社の建

設に伴い、新施設が対米等輸出食肉認定施設

として対応するため、食肉衛生検査所の検査

体制の整備に要した経費でございます。

環境保全課関係について中西環境保全課長

御説明申し上げます。

１３１ページをお願いします。第２目公害

対策費の一つ目、水質保全対策事業費、決算

額３，００６万７，４５３円でございます。

これは、水質汚濁の防止を図るため、県が

管理する河川や沿岸海域などの公共用水域及

び地下水の水質汚濁状況を監視するとともに、

水質汚濁防止法及び瀬戸内海環境保全特別措

置法に基づく、工場・事業場に対する監視指

導などに要した経費でございます。

四つ目、大気保全対策事業費、決算額３，

３１８万２，８４４円でございます。

これは、県内の良好な大気環境を保全する

ため、大気汚染常時監視テレメータシステム

による大気環境の常時監視や大気汚染防止法

に基づく工場・事業場に対する監視指導など

に要した経費でございます。

五つ目、ダイオキシン総合対策推進事業費、

決算額１，５９９万７，９８７円でございま

す。

これは、県内のダイオキシン類による環境

汚染状況の実態把握及び常時監視を行うとと

もに、ダイオキシン類の排出抑制を図るため

焼却施設を有する事業場への監視指導に要し

た経費でございます。

循環社会推進課関係森下循環社会推進課長

について御説明を申し上げます。

１３４ページをお開き願います。第３目環

境整備指導費の二つ目、産業廃棄物処理施設

等監視指導事業費、決算額４，９３４万１，

４７２円でございます。

これは、県下５ブロックに配置した産業廃

棄物監視員が処理施設等を巡回監視をするた

めに要した経費や、最終処分場における水質

検査・処理業者への立入検査等に要した経費

でございます。

次に三つ目、廃棄物不法投棄防止対策事業

費、決算額４，８８９万１，５９８円でござ

います。

これは、不法投棄廃棄物の撤去に要した経

費や、不法投棄防止用フェンスの設置など不

法投棄の再発防止対策に要した経費でござい

ます。

防災危機管理課関係に牧防災危機管理課長

つきまして御説明申し上げます。

１３７ページをお願いいたします。第１目

防災総務費の下から二つ目、原子力防災対策

推進事業費、決算額１８８万９，８２４円で

ございます。

これは、原子力発電所における重大事故を

想定し、正確で確実な情報収集・伝達、適切

な防護措置等の実施体制を確立するため、愛

媛県と連携した防災訓練の実施や、各種研修

会の開催に要した経費でございます。

その下、大分県災害被災者住宅再建支援事

業費、決算額９，５９２万８千円でございま

す。

これは、自然災害による被災者の早期の生

活再建を図るため、住家の被害程度に応じて、

市町村が住民に対し支援した経費について補

助を行うものであり、平成２８年熊本地震及
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び台風第１６号の申請分に要した経費でござ

います。

防災対策室関係について田邉防災対策室長

御説明申し上げます。

引き続き、１３７ページをお願いします。

下から三つ目、火山防災対策推進事業費、決

算額９６８万９，９２２円でございます。

これは、県内に二つございます常時観測火

山、鶴見岳・伽藍岳と九重山での火山災害に

対する防災体制の構築を推進するため、県、

市町、学識経験者、気象庁、自衛隊、警察な

どの関係機関で構成する火山防災協議会にお

いて、火山噴火時の避難対策等について検討

し、県の地域防災計画に対する意見を集約す

るとともに、地域住民や登山者、観光客の方

々への情報提供のために県民安全・安心メー

ルによる噴火速報や降灰予報の配信に要した

経費でございます。

消防保安室関係につき神志那消防保安室長

まして御説明申し上げます。

１３８ページをお開き願います。下から二

つ目、防災ヘリコプター更新事業費、決算額

１４億３，７６９万５千円でございます。

これは、現在運航中の防災ヘリコプターの

老朽化に伴い、機体及び装備品の更新に要し

た経費でございます。

また、導入した新機体については１０月２

２日に供用開始予定でございます。

その下、防災ヘリコプター運航管理事業費、

決算額１億６，２６８万８０７円でございま

す。

これは、防災航空隊の安全管理対策や防災

ヘリコプター「とよかぜ」の運航、防災航空

隊の運営に要した経費でございます。

防災ヘリコプターは、救急搬送や山岳救助、

火災防御、災害時の情報収集のほか、各種の

防災訓練に参加しております。

人権・同池辺審議監兼人権・同和対策課長

和対策課の歳出の主なものについて御説明申

し上げます。

１４３ページをお開きください。上から２

番目の人権啓発環境整備事業費、決算額１５

６万５，５５８円ですが、大分県人権尊重施

策基本方針に基づき、効果的かつ体系的な人

権教育・啓発を行うための基盤整備として、

人権啓発講師等の人材育成や教材の整備等に

要した経費でございます。

次に人権施策推進事業費、決算額２３６万

８，３３２円でございます。

これは、様々な人権問題に積極的に対応す

るため、大分県人権尊重社会づくり推進条例

に基づく、大分県人権尊重施策基本方針及び

実施計画の推進に要した経費でございます。

また、大分県人権尊重社会づくり推進審議

会の開催や企業・団体が行う人権研修の普及

に向けた支援、人権相談を行うＮＰＯ等の相

談活動の支援を行いました。

以上で説明は終わりました。古手川委員長

これより質疑に入ります。

執行部の皆さんに申し上げます。答弁は挙

手し、私から指名を受けた後、自席で起立の

上、マイクを使用し、簡潔・明瞭に答弁願い

ます。

事前通告が４名の委員から出されています

ので、まず事前通告のあった委員の質疑から

始めます。

まず、事業別説明書の１３７ページ、堤委員

原子力防災対策推進事業ですね。

平成２８年３月に改定した大分県原子力災

害対策実施要領の７章、複合災害時の対応に

おいて、南海トラフ巨大地震時においては、

道路や港湾の損壊等によって緊急的に避難で

きない状況も考えられる。また、他県でも、

被災すれば緊急応援要請も厳しい状況と考え

られます。全ての場合を想定して避難などを

考えなければならないと思いますけれども、

どうもその要領の中では、こういうことが生

かされているのかなという疑問があるんです

けれども、それはどういう形でこれに反映を

されているのかが１点。

次に、１３９ページの日出生台での米軍射

撃演習の関係です。これは質疑でも若干聞き

ましたけれども、米軍の演習でオスプレイが

参加するのではないかという不安を、地元で
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はまだ持っております。今回、陸上自衛隊へ

の要望という形で、オスプレイの運用計画が

あれば事前に県民に説明するとなっています

けれども、裏を返せば、説明すれば自衛隊の

オスプレイは使用させるのか。また、米軍に

対する要望はしないのかと。要望書の中には、

県民が納得する説明というのが要望で上がっ

ていましたけれども、回答は「納得」という

言葉が消えているんですね。そこら辺は、県

としてどのように考えているのか。

最後に１４２ページ、同和対策推進事業で

す。これは毎回聞いていますけれども、委託

料は毎年８２０万円と決まっていますが、委

託料であれば、事業の内容によって金額等が

変わってくるのではないかと。渡し切りの金

額ではないのかと思われます。具体的に、実

績報告書の精査はどうしているのか。

以上、３点にわたって質問をいたします。

２点につきまして、御牧防災危機管理課長

説明申し上げます。

まず、１点目の複合災害時の対応について

でございます。

原子力災害対策実施要領では、南海トラフ

地震と原発事故が重複して発生した複合災害

を想定しております。対策の手順といたしま

して、地震が収まったことを確認した後、津

波のおそれがある場合は速やかに高台等の緊

急避難場所に避難いたします。

次に、原子力発電所で事故が発生し、本県

に放射性プルーム等の影響が及ぶ可能性があ

る場合につきましては、津波の危険がないこ

とを確認した後、屋内退避が可能な指定避難

所等の建物へ移動をいたします。

なお、道路の寸断や崩壊等で緊急避難場所

から屋内避難の可能な建物等への移動が困難

な場合につきましては、あらゆる通信手段等

を活用いたしまして、移動に支援が必要なこ

とを市町村や消防、警察、自衛隊等の関係機

関に伝えて対応することとしております。

なお、県内で要員が不足する場合につきま

しては、九州・山口９県や関西広域連合又は

全国へと広域応援要請を拡大していくことと

しております。

このように、複合災害におきましては、そ

れぞれの災害の特色や状況に応じ適切な対応

が必要となることから、今後とも防災訓練等

を行うことにより、対応能力の向上に努めて

まいりたいと思っております。

２点目の質問でございます。

日出生台におけるオスプレイの関係でござ

いますが、日出生台における演習へのオスプ

レイの参加につきましては、現在行われてい

る米軍実弾射撃訓練がＳＡＣＯ合意に基づく

ものでございまして、また、県と九州防衛局

との協定におきましても、りゅう弾砲や車両

など、使用できる装備等が限定されています

ので、オスプレイの参加はありません。

本年９月に、日出生台演習場の使用等に関

する協定を更新する際に、陸上自衛隊に対し

まして、日出生台演習場においてオスプレイ

などのティルト・ローター機を運用する計画

がある場合、県民に安全運航等について大き

な懸念があることから、県民の納得が得られ

るよう十分な説明を行うことと要望したとこ

ろでございます。これは、自衛隊にオスプレ

イを導入するという計画があることや、８月

下旬には大分空港への緊急着陸事案が発生し

たことを考慮したものでございます。

県といたしましては、事前に説明があれば

使用を認めるといったようなことは現状にお

いては考えていないということでございます。

なお、米軍のオスプレイにつきましては、

担当ベースで九州防衛局と協議を始めたとこ

ろでございます。

同和対策池辺審議監兼人権・同和対策課長

推進事業委託料について御説明申し上げます。

この委託料は、地域住民に対する生活等相

談に関すること、地域住民の自立意識の向上

及び啓発活動に関すること、生活相談や自主

活動のための担い手を養成する自立活動基盤

整備に関することの三つの事業を、地域に精

通する地域住民で組織する運動団体に委託す

るものでございます。

この委託金額については、計画している事
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業内容等を勘案しまして、必要な額を計上し

ております。

生活等相談事務では、相談会場、回数、対

応人員、そして自立意識の向上及び啓発活動

では、研修や地区懇談会の場所、回数、対応

人員、更に自立活動基盤整備事業でも、参加

する研修の場所、参加人数が経費の根拠とな

っております。これらにつきまして、事業開

始段階から随時各団体に聞き取りを行うなど、

指導を行っております。

また、実績報告の精査につきましても十分

な注意を払うようにしており、実際の実施月

日を始め、対応した相談件数、啓発研修の参

加者数、研修会場名などの具体的な内容につ

いて聞き取りを行うなど、精査をしておりま

す。

なお、金額につきましては、委託した事務

事業内容等を勘案して、必要な額が計上され

ているか確認をしております。

今後とも、より効果的な事業推進のため、

事務内容と額の確認など、指導に努めてまい

ります。

防災の関係で言いますと、複合災害堤委員

が来た場合、通信の問題も若干出てくると思

うんですね。今回の場合でも、いろんな通信

が途絶えたりとか防災無線が駄目だったとか、

いろいろと状況が出てくるじゃないですか。

そういう中で、あらゆる手段を使って情報

を発信して消防とかいろんなところに救助を

求めていくとしていますけれども、そこら辺

は、全体の点検というか、そういう無線が本

当に消防とかに災害時に伝わるのかどうか、

そういう検証はされているのかというのを一

つ確認させてください。

それと、米軍に対してオスプレイはないと、

これは非常にいいと思います。米軍の演習そ

のものはやめた方がいいんですけどね。

陸上自衛隊で県民に納得が得られるような

説明をすると。説明があっても、オスプレイ

の使用は認められないと。であれば、その要

望の中に明確に書いた方がいいのではないか

と思うんですね。つまり、そういうオスプレ

イの使用はしないことと。そこら辺は何でオ

ブラートに包んだような形に。今の答弁では、

陸上自衛隊でもそういうことがないと答弁さ

れていましたけれども、明確に要望した方が

いいと思うんだけど、そこら辺はどうでしょ

うか。とりあえずその２点。

災害時の無線等の関係牧防災危機管理課長

でございますけれども、通常、災害が起きま

すと、防災行政無線等を使いまして、住民に

情報を連絡いたします。これにつきましては、

防災行政無線がきちんと働くかどうかという

ものにつきましては、国の方、消防庁でござ

いますけれども、消防庁からＪアラートを通

じた確認等もされております。こういった確

認、点検等を通じまして、防災行政無線が正

しく使われているかどうかというのは確認し

ているところでございます。

また、防災行政無線だけに関わらず、複層

的な情報提供ということで、防災行政無線以

外に、ケーブルテレビを使ったりとか、又は

ＦＭラジオを使ったりとか、そういったこと

で多重化をした情報提供に努めるよう現在行

っているところでございます。

次に、２点目でございます。

オスプレイの使用を認めないという要望を

してはどうかということがありましたけれど

も、自衛隊のオスプレイ又は米軍のオスプレ

イにいたしましても、自衛隊西部方面隊とか

九州防衛局、こちらに確認いたしましたが、

現段階では計画そのものがあるわけではない

と言っておりますので、私ども担当といたし

ましても、そこのところを十分把握しておき

たいと考えております。

主要な施策の成果の９２ペー土居副委員長

ジの自主防災活動促進事業です。

総合評価Ｃという大変厳しい結果になって

おります。そういう状況も大変よく分かるん

です。２８年度に今後の課題として挙げられ

ている４点、養成した防災士実践力の強化、

２番目が避難訓練実施率の向上、３番目が防

災アドバイザー不在地区の解消、４番目が防

災士不在の自主防災組織の解消というのがご
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ざいます。この課題の細かな数字も知りたい

ので、現状を教えてください。

そして、今年度にどのようにつなげている

のか伺います。

お答えいたします。田邉防災対策室長

まず、養成した防災士の実践力の強化とい

うことですけれども、先ほども部長からも御

説明させていただきましたとおり、養成した

防災士に対しましては、防災士スキルアップ

研修というのを県と市町村が協力して毎年度

積み重ねております。

平成２８年度につきましては、全２５回、

延べ１，０５２人の方に受講をしていただい

ておりまして、特に、避難誘導体制の検証で

あるとか、そういった個別の具体的なメニュ

ーで研修いただいております。

また、平成２７年、平成２８年にモデル事

業で実施いたしました大分県版災害・避難カ

ード、これは防災士が自治会役員などと協力

して住民と一緒に地域の危険箇所や避難経路

などを確認し合う、そういった事業でござい

ますが、正に防災士の実践力の強化につなが

る事業でございますので、この事業につきま

しては、今年度から県下６ブロックでその手

法を学ぶ研修を、防災士と自治会の役員とと

もに受けていただくということで進めさせて

いただいております。

いずれにいたしましても、この点につきま

しては、スキルアップ研修を中心に考えてま

いりたいと考えております。

それから２番目、避難訓練の実施率の向上

でございます。

こちらですが、平成２８年は訓練の実施率

が５０．３％ということで、一昨年、２７年

が５２．４％でございますので、若干下がっ

ているという状況でございます。私が年度当

初、市町村に個別に直接訪問いたしまして、

市町村の担当課長さん方と一緒に、この自主

防災組織の避難訓練の実施ということについ

て、取組の強化を改めてお願いしてまいりま

した。また、それに加えて、その中心となる

防災士の養成について、今一度養成の一層の

促進ということをお願いしてきたところでご

ざいます。

また、今年度からは、昨年の熊本地震の検

証も踏まえまして、自主防災組織がより活動

しやすいように、組織の活動、訓練ですとか、

あるいは研修会の開催につきまして、助成金

などの補助事業を新たに創設しまして、市町

村と共に助成するということも進めさせてい

ただいております。

それから三つ目、防災アドバイザー不在地

区の解消でございます。

こちらにつきましては、現在、防災アドバ

イザーを県で指定しておりますのが３８人・

団体ございます。気象予報士でありますとか

自主防災活動のいわゆる支援団体のメンバー

の方、こういった方々に、それぞれ自治会や

自主防災組織に直接出向いていただき、講演

あるいは具体的な避難訓練の企画運営などの

アドバイスをしていただいております。

今年度からは、新たに養成した、これまで

養成いたしました防災士に更に専門的な研修

を受けていただき、この県の防災アドバイザ

ーになっていただけるような方を、そういっ

た人材の育成を目的とした防災アドバイザー

養成塾というのを新たに今年度から始めるこ

とといたしております。

今回、１回目は日田玖珠地域を対象にいた

しまして、この１０月から計７回、自主防災

組織の指導方法、あるいは災害情報の収集方

法、あるいはまた、説明資料の作り方や上手

な話し方、こういったことも含めまして、ア

ドバイザーに必要な知識や手法を専門的に学

んでいただくという講座を開きます。

受講する防災士につきましては、本人の御

希望はもちろんのこと、防災士としてのこれ

までの活動経験なども考慮し、市町と一緒に

考え、推薦された方、今のところ１５名の方

に受講していただくことにしております。

それから最後に、防災士不在の自主防災組

織の解消ということでございますが、先ほど

申し上げましたとおり、これにつきましても

市町村に直接働き掛けを行っており、防災士
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がいない自主防災組織を何とか解消していく

ということで、協力して防災士の養成に力を

入れていくようにお願いしているところでご

ざいます。

一方、市町村からは、なかなか自主防災組

織、あるいは町内会自体が過疎化や高齢化に

よって単独での防災士の確保が非常に難しい

状況にもあるという現状もお伺いをしており

ます。そういった場合に、例えば二つあるい

は三つの自治会が一緒に訓練や研修を行う、

そういった企画を市町村自ら町内会に御提案

する。あるいは、市町村が養成しております

防災士同士のネットワークを更に深めて、防

災士の方々が市全体のそういった防災活動を

市町村とともに考えていく、そういった連携

の活動を広めていく、そういった具体的な提

案をしながら、防災士不在の自主防災組織の

解消に向けて取組を進めてまいりたいと思い

ます。

今後は、市町村の御意見だけではなく、防

災士の方々の生の声も我々がお伺いしながら、

その取組に対して、どのような応援ができる

のかということも併せて検討してまいりたい

と考えております。

ありがとうございました。土居副委員長

今年度に入ってからも、九州北部豪雨や台

風第１８号など災害が起こっております。や

はりコミュニティの中にうまく入り込んで防

災士が活躍、活動するというのが一番求めら

れているところでございますので、引き続き

その方向で御尽力をよろしくお願いいたしま

す。

私は２点、主要な施策の成果の１馬場委員

００ページの青少年自立支援対策推進事業に

ついてお尋ねをいたします。

まず、この青少年自立支援センターが非常

に周知をされて相談件数もかなり増えてきて

いるという状況が出ているんですが、その相

談件数やどのような内容が多いのかというの

が一つと、それから、ひきこもりの問題を持

った青少年についてなんですけれども、義務

教育段階では把握はかなりできると思うんで

すが、学校を卒業した後の青少年で、ひきこ

もりの問題を抱える人数とか県内での人数と

か、そういうのが把握できていればお願いを

したいと思います。

それから二つ目は、女性の活躍推進事業、

主要な施策の成果の９７ページなんですけれ

ども、２８年度の託児サービス延べ利用者数

がかなり増えているんですが、大分、別府、

中津ということで延べ３２４人が利用されて

いるということが書かれております。その大

分、別府、中津の利用者の内訳をお願いした

いと思います。

それから、無料託児サービスの実施日数、

１週間にどのくらいとか、時間とか、そうい

う内容についてどのようになっているのかお

尋ねいたします。

私から、青少年森髙私学振興・青少年課長

自立支援対策推進事業について御説明いたし

ます。

まず、１点目でございます。

青少年自立支援センターの相談件数、相談

の内容でございますが、２８年度の相談件数

１，３３３件のうち、最も多いものがひきこ

もりの相談で３７０件。それから、不登校の

相談が続きまして３５１件、求職等進路の相

談が３２９件となっております。そのほかに、

友人と対人関係等の悩み相談も２６９件と多

くなってございます。

それから、学校卒業後のひきこもりの問題

を抱える青少年の人数についてお尋ねいただ

きました。こちらは、平成２８年に内閣府が

公表したひきこもりの出現率１．５７、人口

１千人当たりに１５．７人という報告が出て

おります。これを基に推計をいたしますと、

高校卒業時点でと考えまして、１９歳から３

９歳までの方で３，６６２人がいらっしゃる

という計算になります。

自立支援センターでは、在学中の生徒さん

たちの相談も受けておりまして、そちらで不

登校の生徒さんたちの御相談も受けておりま

すので、このような内容、情報も含めながら、

県の教育委員会等とも連携して、それぞれの
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お子さんの指導、相談対応をしていっており

まして、教育委員会とは個別に、案件によっ

てはケース会議等を開催するという事案も出

てきております。

無料託児後藤県民生活・男女共同参画課長

サービスにつきまして御説明いたします。

無料託児サービスは、実施箇所が大分県消

費生活・男女共同参画プラザアイネス、別府

市の男女共同参画センターあす・べっぷ、そ

れから、中津市の教育福祉センター、この３

か所での実施でございます。

アイネスでは、月曜日から金曜日までの週

５日、あす・べっぷでは、月曜と水曜の週２

日、中津市の教育福祉センターでは、水曜と

金曜の週２日ということで実施しておりまし

た。

平成２８年度の利用者数及び実施日数でご

ざいますが、アイネスが２５５人、実施日数

は１１６日、あす・べっぷでは５２人、実施

日数は２８人、中津市教育福祉センターの利

用者数は１７人で、実施日数は１２日でござ

いました。

一つ目のひきこもりの子どもたち馬場委員

又は青少年、これ４０歳以上の方も多分いら

っしゃるのではないかなと思うんですけども、

相談に来られないという方たち、そういう方

たちに是非、相談が困難な方への支援という

のも、多分訪問支援とかもされていると思う

んですけれども、そういう来られない方の訪

問支援だとか、それからいろんな親の会だと

か協議会とか、そういう連携を図って、国の

基準では出ていますけれども実態把握がなか

なか、そこがまだできていないのかな。周知

はかなり広がっていると思うんですけども、

その辺の連携と、それから来られない方のそ

ういう相談というのも、是非是非お願いをし

たいと思います。

それから二つ目は、女性の活躍推進事業で、

中津市で利用されている方に伺ったら、２９

年度は４月から８月は実施されていないとい

うこともございました。女性が職を探すとき

に預けていくというのは、週２回では事業所

に面接に行ったときに、この日だけではなか

なか、他の日が指定されることもあるので、

そこの部分と、これからこの事業が２９年度

はずっと実施されるのかどうかについて、お

尋ねします。

無料託児後藤県民生活・男女共同参画課長

サービスの今年度の取組でございます。

別府市あす・べっぷ及び中津市の教育福祉

センターでの利用率が決して高くないという

こと、確かに週２日ということで利用しづら

さなどがあったということ、それから、今は

県内３か所なんですけれども、やはりそれ以

外の地域でもこういったサービスはやる必要

があるということから、本年度からサービス

の仕組みを見直しまして、大分市を除きまし

て保育施設の一時預かり事業、こちらを活用

する仕組みといたしました。

具体的には、県と保育施設が協定を締結し

まして、一時預かりを利用した方の利用料を

県が負担するというものでございます。

利用者が地域の保育所でこのサービスが受

けられるという、そういう仕組みとしたとこ

ろでございます。

現在、保育施設との協定締結に向けて、そ

の数を増やすということで努めているところ

でございまして、各市町村の協力も得まして、

早急により多くの保育施設でこのサービスの

実施に努めていきたいと思っております。

それから、先ほど中津市の市教育福祉セン

ターで行っていた無料託児サービスが、今さ

れていないというお話でございました。一応

こういう新たな仕組みにするということで、

３月をもって一旦停止をしておりましたが、

やはり利用者の必要性等も考慮しまして、こ

の９月から２８年度の仕組みで再開したとこ

ろでございます。

両市の保育施設との協定が整うまでの当分

の間、現在の仕組みで、あす・べっぷと中津

市の教育福祉センターでの保育サービスの提

供というものを継続するということにしてお

ります。

最初に、事業別説明書の１１７ペ尾島委員
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ージ、防災拠点再生可能エネルギー導入事業

の補助金についてお伺いしたいと思います。

本事業では、約２億４，８００万円の補助

金が各市町村に渡っているわけですが、この

事業を実施した対象市町村と言いますか、そ

れぞれの市町村で行った事業の規模が分かれ

ばお願いしたいと思います。

あわせて、市町村から要望があったと思う

んですが、この要望に全てこの補助事業が応

えられたのかどうか、また積み残しがあって、

今後予定されているのかどうか、その点につ

いてお伺いしたいと思います。

それから次に、主要な施策の成果８８ペー

ジ、おおいたの食育推進事業についてです。

昨年、大分県食育推進条例ができたのが４

月でした。いわば昨年度の決算は、この食育

条例元年と言えるわけですが、ここでは成果

指標として、朝食を毎日食べるようにしてい

る児童・生徒の割合ということで評価をして

います。しかし、この成果を見ると、成果指

標は横ばい傾向を維持しているという評価に

なっているわけですが、先ほど申しましたよ

うに、条例ができて、条例の中では教育、あ

るいは家庭で子どもの健全な食生活の実現と

いうことがうたわれていますので、そういっ

た意味では、こういった成果指標がもっと向

上すべきではないかと考えます。

そういった意味で、条例の周知――県民、

あるいは教育現場、家庭に対する周知ができ

ていないのではないか。そのためにも、今後

予算が増大されるべきではないかと考えます

が、いかがでしょうか。

それから最後に、先ほど土居副委員長から

も出ました質問に関連するんですが、主要な

施策の成果９０ページ、災害ボランティアセ

ンター運営支援事業です。

これは、災害が起きた際の速やかなボラン

ティアセンターの設置と運営について充実を

図っていこうということなんですが、先ほど

も御指摘がありましたように、昨年の熊本地

震、今年の九州北部豪雨、あるいは台風第１

８号による豪雨災害と、災害が相次いでいま

す。昨年の実績では、研修受講者が大幅に増

えてはいますが、こうした度重なる相次ぐ災

害のことを鑑みますと、本事業は継続見直し

ということなんですが、今後はやはり拡充が

大変重要ではないかと思いますので、その点

についてお伺いしたいと思います。

それではまず、梶原うつくし作戦推進課長

防災拠点再生可能エネルギー導入事業費につ

いて２点御質問を頂きましたので、お答えい

たします。

１点目の事業を実施した市町村及び市町村

ごとの事業規模でございますが、この事業は

平成２４年度に国から７億円の交付金を受け

てスタートいたしまして、最終の２８年度ま

でということで５か年事業でございました。

この間に、大分市、別府市、日出町、九重町

を除く１４市町村で２７か所の防災拠点等に

ついて、太陽光パネル、蓄電池等の整備を行

ったところでございます。

市町村ごとの事業規模は、最も小さいとこ

ろで由布市の消防署に１０キロワットの太陽

光パネルと２５キロワットの蓄電池を整備い

たしまして、補助金が１，９２０万５千円で

ございます。また、最も大きいところでは、

佐伯市でございますが、総合運動公園、道の

駅やよい、渡町台小学校、鉱泉センター直川

の４か所に、合わせて太陽光パネルが６５キ

ロワット、蓄電池が８０キロワット、これを

整備いたしまして、補助金の額が１億１，４

２３万８千円となっております。

事業を実施いたしました１４市町村で平均

いたしますと、１市町村当たり約４，５１２

万４千円という事業規模になっております。

ちなみに、委員御出身の宇佐市では、市役

所の本庁舎に１０キロワットの太陽光パネル

と１５キロワットの蓄電池を整備いたしまし

て、２，２８９万３千円の補助金を交付した

ところでございます。

２点目の、市町村の要望に全て応えること

ができたのかという御質問でございますが、

市町村からの要望につきましては、初年度の

２４年度に全体の希望箇所調査を行いまして、
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翌年度以降は毎年度、追加の希望調査を行っ

ております。

あわせまして、学識経験者４名によります

外部評価委員会を設置いたしまして、この計

画や実績に対して御意見を頂きながら、事業

を進めたところでございます。

さらに、事業最終年度の２８年度には、執

行残を踏まえまして、まず７月に文書による

希望調査を行いますとともに、更に希望のご

ざいませんでした大分市、別府市には、個別

の訪問等を行うなど、可能な限り多くの市町

村に事業実施を働き掛けたところでございま

す。

このように事業を進めてまいりましたので、

市町村の要望には全て応えることができたも

のと考えております。

食育推進事業につ佐伯食品・生活衛生課長

いてお答えをいたします。

平成２８年３月の大分県食育推進条例の制

定を契機にいたしまして、平成２８年度は、

６月の食育月間に県内各地域におきまして街

頭啓発を行うとともに、１１月の食育ウイー

クには、地産地消の普及や学校給食１日まる

ごと大分県などの取組を実施いたしました。

また、県条例で定めます１１月１９日のお

おいた食（ごはん）の日には、大分版ロング

テーブルを県内４か所で実施いたしまして、

県条例の周知を図ってまいりました。

県内には、食育人材バンクに登録されてい

る方々が個人で６０人と２６の団体がおられ

まして、この方々と連携いたしまして、各地

域で親子料理教室や郷土料理教室など地域に

密着した取組を、昨年度は８８回開催したと

ころでございます。

平成３０年度には、本県において県内の食

育の推進に携わる多くの方々と連携した食育

推進全国大会を開催いたしますので、今後も

このような場を活用しながら、条例の趣旨で

ある食育の大切さや成果指標でもあります朝

食の重要性を啓発していきたいと考えており

ます。また現在、来年度予算要求に向けまし

て、食育推進会議委員の方々の御意見も聞き

ながら、新たな事業を模索しているところで

ございます。

今後も、全庁を挙げて食育の推進に取り組

んでいきたいと考えております。

災害ボラ後藤県民生活・男女共同参画課長

ンティアセンター運営支援事業についてお答

えいたします。

まず、災害ボランティアセンター運営スタ

ッフ研修でございますが、これは、ボランテ

ィアセンターの運営主体であります市町村の

社会福祉協議会を人的・物的に支えていただ

くために、地域の各種団体であるとか地域活

動をされている方々などを対象にして、災害

ボランティアセンターの役割や機能などにつ

いて学んでいただくというものでございます。

平成２８年度は、熊本地震を契機といたし

まして、これまでは地域ごと、地域単位でこ

の研修を行っていたものを、大分市の会場に

おきまして集合研修という形を取りました。

そういったことでより多くの方々にこの研修

に御参加いただいたものでございます。

災害ボランティアセンターの設置運営にお

きましては、やはり経験値の高い力量のある

リーダーが必要です。また、センターの運営

には、地域の住民の方々だけではなくて、専

門的な技能を持った企業や団体などの協力も

不可欠だと考えております。

こうしたことから、平成２９年度、今年度

はこの事業をしっかりと見直し、拡充の方向

で今取組を進めております。災害ボランティ

アセンター運営のリーダーを更に育て増やし

ていくための研修、また、スタッフ研修も県

内全域におきまして、地域の実情に応じたも

のにすることとしております。

また、災害発生時に素早い支援ができる体

制づくりといたしまして、社会福祉協議会や

行政、地元の企業等からなる災害ボランティ

アネットワーク協議会を市町村ごとに設置す

るように、今その促進に努めているところで

もあります。

あわせまして、今回の災害、熊本地震の際

に一つの課題が明らかになりましたが、被災
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者のニーズの把握であるとかその情報共有、

災害ボランティアセンターにおける情報共有

というものが非常に非効率であって、被災者

の下にボランティアを派遣するまでに時間が

掛かっているという現状を改善するために、

被災者ニーズの把握にＩＣＴを活用するシス

テムを現在開発しているところでありまして、

来年度の運用の開始を予定しております。

よろしいですか。（「はい」古手川委員長

という者あり）

それでは、ほかに事前通告をされていない

委員の方で質疑がございましたら。

事前通告しておりませんけれど、玉田委員

１点だけ。

主要な施策の成果の８４ページ、高齢者交

通安全対策推進事業についてお尋ねいたしま

す。

簡単に申しますと、非常に頑張っているこ

の事業について、ただ昨今、返納後の移動手

段の確保等々が非常に課題になっております。

この２８年度、２，９２７人の方が返納され

たということで、いわゆるこのデータについ

て、例えば福祉保健部とか、あるいは企画振

興部のネットワークコミュニティの担当だと

か、あるいは公共交通の担当だとか、その辺

とこの中身についていろいろ協議されている

のかどうかということについてお尋ねしたい

と思います。

あわせて、この２８年度の自主返納者数の

市町村別の数、それから年齢、それと返納の

理由等が分かれば、これは通告しておりませ

んので、後で結構ですので、委員長、資料と

して提出していただきたいけれども、よろし

くお願いいたします。

自主返納後の交通手藤本生活環境企画課長

段の確保についてでございますが、県警、そ

して交通安全の担当をしている生活環境部、

それと企画振興部、それぞれの市町村、振興

局等々と協議をしながら、どういった対策が

効果的であるかというのを、なかなかこれと

いったものはございませんけれども、検討し

ているところでございます。

そういった中で、自主返納に際してタクシ

ー等の割引の業者を増やしていくとかそうい

ったところにも取り組んでいるところでござ

いますし、コミュニティバスの運営などは市

町村に呼び掛けをしているところでございま

す。

それと、免許返納につきましては、警察が

所管でございますので、どこそこの市町村ご

とというのはデータとしては持ち合わせてご

ざいません。

よろしいですか。古手川委員長

それでは、先ほど玉田委員より資料請求が

ございました。委員会として資料請求を行う

こと、よろしいでしょうか。（発言する者あ

り）

分かりました。じゃ、県警のとき玉田委員

に資料請求をしたいと思いますので、そうさ

せていただきます。ありがとうございました。

じゃ、県警のときにというこ古手川委員長

とでよろしくお願いいたします。

事業別説明書１３４ページの産業河野委員

廃棄物処理施設等監視指導事業費に関連して

お伺いをしたいと思います。

御案内のとおり、先般、大分市議会では大

分市野津原町にあります産業廃棄物処分場の

有害漏出液の処理に関しまして、事業者が実

質的に破綻をしたということから、行政代執

行による処理を行うと、これについては相当

長期にわたって行うという決定を見たところ

であります。

この最終処分場については、まだ野津原町

が大分市に編入される前の、合併前というこ

とで、当時ここの設置許可については知事の

許可権限にあって、この許可については様々、

裁判闘争等も地元で行われたと。その裁判闘

争の内容というものは、危険性、いわゆる土

砂崩れ等の防止、あるいは有害漏出物の防止、

そういったものがきちんとその事業者によっ

て行われるかが担保されていないのではない

かということで争われたと。最高裁まで行っ

て、行政の許可について瑕疵（かし）はない

という方向で決められたと思います。
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ただ、今回のように実質的に地元の皆さん

からすると、やはりあの事業者では安定型の

産業廃棄物処分場を長期にわたって管理する

ことがもともと無理ではなかったか、それを

許可した県に責任があったんではないかとい

う声が上がっております。そういう部分につ

いて、実際にこういった事業において、今は

大分市長が管理権を持っていらっしゃるとい

うことなんですけれども、実際に大分県が管

理していたときに、有害な、いわゆる許可物

質以外のものがここに搬入されて大きく埋設

されたが故に、今、有害な漏出液が出ている

んではないかという声さえあります。

これについて、県として、市との間で何か

お話をしているとか、あるいは住民向けに何

らかの説明をする予定があるとか、そういっ

たことがあれば教えていただきたいと思いま

す。

旧野津原町に設置さ森下循環社会推進課長

れていました産業廃棄物処分場につきまして

は、委員御指摘のとおり、当初、県の許可施

設ということで、平成１７年に野津原町が大

分市に合併しましたときに、市に事務を移管

しております。

この施設につきましては、最初、平成４年

ですか、県に設置届が出されまして、それか

ら平成１７年、合併で移行するまで県の管轄

でやっておりました。このとき、一度改善命

令というものを掛けまして、出されている浸

出水、排水が非常に良くないということで、

これに対応しなさいということをやっていた

んですが、それを業者が自ら場内排水を循環

させるという方式に変えて、その後、市に移

管になってしまったということで、市が改善

命令を掛けまして、水処理施設を作って現在

に至っているということでございます。

この水処理施設を維持するために、毎月電

気代等が必要になるということで、これを業

者が２７年３月に埋立て終了した後も行って

いたわけなんですけども、自己破産というか

自分のところにお金がございませんというこ

とを宣告をしたために、大分市が８月２９日

から代執行という形で今維持管理を行ってお

ります。

県と市で何か話をしているかということに

つきましては、代執行については、資金の管

理委員会というのがございますので、その管

理委員会の報告で、市から代執行を行うに当

たって、こういう事業を行うので資金を出せ

ないかという要望がございました。

これにつきまして、つい先日話合いをいた

しまして、一応、管理委員会でこの事業は妥

当ではないかというお答えを頂きました。そ

して、市から補助金の申請を頂きまして、こ

れを毎年継続して審議をしていくという形を

取ることとなっております。

それから、地区に対する説明でございます

が、現在のところ市の管轄区域となっており

ます。市が代執行を行う前に地区の方に御説

明を差し上げたということを聞いております

ので、県としてはこれ以上することはないだ

ろうと考えております。

市が実際に管理権を行使されてい河野委員

るということで、その方がいいんですけど、

今現在、大分県が管理権を持っていらっしゃ

る方についてはこの事業で実際に監督をやら

れているということなんですが、特に、産業

廃棄物の処分場というのは、一定程度計画し

た廃棄物の搬入が終わった後は収入が入って

こないという、そういう事業形態なわけであ

ります。長期間にわたる安定型処分場の管理

ができる財政状況にあるかということを、や

はり県としてこういう事業の中できちんと把

握をされていらっしゃるのかどうかについて、

再度お願いします。

大分県も大分市も一森下循環社会推進課長

緒でございますが、今毎月というか定期的に

排水のチェックを行っております。このチェ

ックを行いまして、基準値を超えた場合、使

用停止という形で埋立てをやめてくれという

形で指導をしております。改善命令までは出

したことはございませんが、その時点で業者

さんが一時的に搬入を止めると。そして、排

水が基準値以下になるまでは搬入しないとい
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うことを守っていただいておりますので、今

後、最終処分場におきましては、この排水の

異常が出てくるということはないと考えてお

ります。

すみません、お聞きしたかったの河野委員

は、この事業によって経営状態、いわゆる経

営の安定性、長期にわたってそういった最終

処分場の管理ができる経営状態なのか、今回

のように、事業者がちょっとして、最終処分

場の一杯まで埋め立ててしまったら、途端に

事業者が破綻すると、収入がなくなったら破

綻するというようなことを警戒したような指

導監督内容になっているのかということをお

聞きしたいんです。

その点につきまして森下循環社会推進課長

は、二つの事業を行っております。

１点は、国が、こういう収入がなくなった

際に維持管理できるかということで、法律に

基づきまして維持管理積立金というのを経営

規模によって毎年頂いていくようになってお

ります。

それから、県としましては、これは５年間

の許可がございますので、切換えの前に経営

状態がどうであるかという経営判断をさせて

いただくために公認会計士等に依頼いたしま

して、この企業、会社が大丈夫かということ

を判断する事業も今行っております。

これによって、ちょっとおかしいというこ

とであれば、入りまして、どういう状況かと

いう経営の判断というか、こういう方向でや

ってくれないと破綻してしまうんではないか

ということを今指導しているところでござい

ます。

今のところ、そういう形のものは一切ござ

いません。

通告をあらかじめいたしておりま小嶋委員

せんから、簡単に１点だけお伺いしたいと思

います。

事業別説明書の１３７ページの、自主防災

活動促進事業についてです。施策の成果では

９２ページですね。この中の活動内容で述べ

られておりますし、冒頭に部長から２７年度

の特別委員会のときに、個別事業として挙げ

られた内容に関する措置結果も報告がありま

したから、これらの県の施策あるいは事業の

展開については随分進んでおられることにつ

いて冒頭、敬意を表したいと思います。

それで、お伺いしたい点は、県内で８，４

９７人まで防災士の認証者が増えて、面的に

広がってきたということは言えると思います。

２８年度も４２７人が受講して、ほぼ皆さん

合格なさったんだろうと思うんです。そうや

って５００人程度がどんどん増えていけば、

１万人を超えてということになり更に面的に

広がりますが、申し上げたい点は、防災士の

スキルアップ研修を、これだけ増えていくと、

今やっている防災活動支援センターのみでは

アップアップになっている状況ではないかと

察するわけです。それで、更にそれをどう展

開していくかということは、今後の課題と思

うわけです。

ここで質問なり提案になるんですけども、

スキルアップ研修をする支援センターの皆さ

ん方も含めてですが、その防災士の指導がで

きるようなスキルを持った防災士と言います

か、上級防災士の育成というものも体系的に、

もう防災士活動を大分県が２４年に２千人を

一遍に増やしていただいてそれから５年がた

ちますので、もうぼちぼち一歩進めて、そう

いう面的に広がったところを受けて、点とし

てそういうリーダーを更に育成をするという

ことで体系的になさるということも検討して

いく必要があるのではないかと考えておりま

す。

アドバイザーの派遣を年間９６回なさって

いますから、このアドバイザーは優れて、気

象予報士の方々もこの中には入っているんだ

ろうと思うんですが、そういう気象予報士の

方々の持つノウハウなどについても、しっか

り定着をできるような体系というものも、私

は作っていく必要があるのではないかと思う

んですけども、その辺の今後に向けての防災

局長の問題意識についてお伺いしたいと思い

ます。突然で大変失礼します。
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防災士の育成の関係で御質問が神防災局長

ございました。

確かに、数も大事だと考えておりまして、

その育成には努めております。ただ、数だけ

はなくて、今委員御指摘のとおり、そういっ

た防災士の方がいかに実践的な活動をしてい

ただけるのか、地域の防災活動に密着した形

なるのかということも非常に重要でございま

す。それで今、防災活動支援センターに委託

して、養成とスキルアップをやっているとい

うところで、今のところ、そこだけでも非常

に目一杯ということは聞いておりませんので、

そこは継続していきたいと思っております。

それはそれとして、今御提案のありました、

防災士がよりスキルアップをしてほかの防災

士を育成、養成していくという視点も非常に

重要かと思っております。あるいは気象予報

士の方、いろんなスキルを持っておられる方

にも参画してもらうという意味で、そういう

ことは非常に重要だと思っております。

今後、ベースはそのセンターにということ

で軸足を置いていきたいと思いますけれども、

それだけではなくて、今御指摘のあったよう

な内容で、防災士が地域の防災活動に実践的

に取り組めるようにいろんな形で考えていき

たいと考えております。

防災士は、どちらかと言うと災害小嶋委員

が起こった後の対応も重要ですけども、災害

が起こる前、備えるという観点では極めて重

要な役割を持っていると思いますので、備災

に関してのいろんな知識を更に深めていただ

けるような体系的な研修制度等を是非検討い

ただきたいとこのように思いますので、要望

しておきたいと思います。よろしくお願いい

たします。

今の自主防災活動促進事業、９２ペ森委員

ージに関連もするんですが、それともう１点、

２点質問をいたします。

自主防災組織において、防災士の養成又は

スキルアップという話がさっきから出ている

んですが、その中でいわゆる国民保護に関す

ること、テロ及び武力攻撃に関する内容につ

いて、防災士のカリキュラムの中で実際にカ

リキュラムとしてあるのかどうかというのが

１点と、もう一つ、これはちょっと戻ります

けど７７ページ、おおいたジオパーク推進事

業の事業の成果の右側の文章で、様々な情報

発信等により本県のジオパーク活動が認知さ

れ始めておりという文章がございますが、そ

の認知されているということについて、誰に

対して認知が進んでいるのか。例えば、県外

の人なのか、県内の人なのか。それとも、そ

のジオパーク活動を行っている地域の人なの

か。その活動が認知され始めているという裏

付け、指標があるのかどうか、それについて

２点教えてください。

私から１点お答えいたし田邉防災対策室長

ます。

防災士の養成研修、あるいはスキルアップ

研修で、国民保護の観点の研修がメニューと

してあるのかということの御質問だったかと

思いますが、防災士を養成する際には防災士

の養成のテキスト、かなり厚いものですけど

も、その中には様々な事案に対する紹介とい

うのはございますが、具体的にスキルアップ

研修の中で国民保護に限定したような研修は

今のところはメニューとしては行っておりま

せん。先ほど小嶋委員からもございましたと

おり、まず防災士の方々に期待するところは、

やはり災害、特に自然災害に対する事前の備

えをいかに地域の皆さん方に周知啓発してい

ただいてそれを実践していただくか、その率

先垂範のリーダーになっていただけるような

方をまずは目指していただくということを主

な目的としておりますので、そういった観点

で今考えております。

ジオパークの認知度山﨑自然保護推進室長

の点についての御質問です。

ジオパークは、姫島と豊後大野の２か所で

やられておりますけれども、この地域で毎年

シンポジウムを行っております。あとは県も、

そうした二つのジオパークを合わせたシンポ

ジウムということで、地域のシンポジウムに

ついては、やはり地元向けにジオパークの活
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動をしっかりしてもらうと。あとは県がやる

ものについては、これは大分県全体というこ

とで、ジオパークの認知度向上のために情報

発信をするということになっております。た

だ、委員が最後に言われました指標について

は、どういったものでそういう認知度を図る

かといったものは今のところございませんの

で、今後検討していきたいと思います。

最初の質問ですけれども、防災士の森委員

スキルアップ研修、若しくは養成講習の中に、

いわゆる国民保護に関する内容と言いました

のは、実は８月終わりに、ミサイルが日本上

空を飛んだという後に、学校現場に国から実

際にそういった警報が鳴ったときにどういう

行動をしなさいというような通知が学校に対

して出されておりまして、それは私ども保護

者にもその文書が届いております。

その中で、例えば学校に登下校途中だった

らどうするか、学校にいたときはどうするか

と、内容が具体的に書かれておるんですが、

実はこれ、文教警察委員会でも先日質問をさ

せていただいたんですけれども、学校現場で

も対応に非常に困っているというようなお話

がございました。そういう中で、例えば登下

校時に外にいたときにその地域の方々の、例

えば建物の中に避難するとか、そういった内

容というのは、地域の自主防災の中できちん

と話しておかないと、子どもたちの安全を守

れないということになるのではないかと私自

身が課題として感じたところでございますの

で、その点について今回は教育委員会からの

通知もあったんですが、地域の方にもそうい

ったときの対応というのは、やっぱり自分た

ちで考えておく必要があるんじゃないか。ま

た、子どもたちを受け入れる体制というのは、

その地域の中で必要じゃないかと感じました

ので、その点についてコメントがあれば、ま

たお願いします。

ジオパーク推進事業について、認知度を計

る指標、これはやはり必要だと思っておりま

す。私は豊後大野市ですけれども、豊後大野

市で先日、ジオパークに関する認知度のアン

ケートをしたというようなことも聞いており

ます。それぞれの地域でしていると思います

し、やっている地域は認知度が高いのは当た

り前ですけども、県内においてとか、またこ

の大分県内でジオパーク活動をしっかりやっ

ているんだという広報をもっと進めるべきじ

ゃないかと思いますので、その点については

引き続き御尽力をお願いいたします。

最初の１点だけ、コメントがあればよろし

くお願いします。

ミサイル攻撃等に対す牧防災危機管理課長

る対処の仕方ということで、国は国民保護ポ

ータルサイト、また、県においては県のホー

ムページにおきまして、ミサイル発射時の対

応についてという、対応の仕方について皆さ

ん方にお知らせしているところでございます。

また、ミサイル発射時の対応につきまして

は、お子さんだけではなくて、県民全ての方

がやはり同じように対応しないといけないと

考えております。

そこで、国におきましても、マスメディア

を使いまして、新聞広告なり又はテレビの放

送等を使いまして、ミサイル発射時にはＪア

ラートが鳴る、警報が鳴るということで、鳴

った場合の対処の仕方、建物の中に避難する

又は近くに地下等があればそちらに避難する

というのが大事になってきますので、そうい

ったところの広報活動というものが大事なの

かなと考えているところでございます。

まずは、対処の仕方というものを皆さん方

によく理解していただくように、広報活動等

に努めていきたいと考えております。

また、学校現場におきましては、先般、７

月でございますけれども、大分市におきまし

て、大在小学校でミサイル発射時の避難訓練

というものを実施しております。

また、今月の１０日になりますけれども、

別府市におきましても、やはり小学校におき

まして、ミサイル発射時の対応についてとい

う防災訓練を行うことになっておりますので、

そういったものを通じながら、避難訓練はど

うすればいいのかというものを図っていきた
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いと考えております。

部長さんにお尋ねをしたいと思っ志村委員

ております。

予算と決算の差異というのが余りないんで

すよね。非常に慎重に執行されていると思う

んです。１００万円から多いときで数百万円

単位の予算と決算の差なんですけれども、私

学振興に限って５１億８千万円予算に対して

５１億３千万円何がしということで、４，６

００万円ほどの差があるんですね。この予算

を組み立てたときには、やっぱり執行部、特

に知事が最後の予算の積み上げには事業費の

確保でありますとか、あるいは私学の振興、

ここは最後まで残った上で知事の思いも込め

て、前年度プラスする予算を組んでいると私

ども認識をしております。これは相手のある

ことでありますから、相手のある予算につい

てこれだけの差があるというのがちょっとい

かがなものかとは思うんですけども、言いた

いことは、非常に慎重に使ってくれているな

と思うので、この差を、この項目、目の中に

退職金財団というのがありますね、私学にお

ける退職金財団の積立て。ここは毎年要求し

ているんですけど、どうしても一定限度しか

予算が組めないということでありますので、

このように差が生まれたときには同じ目の中

で、部長の判断で、この四千数百万円のうち

の幾らかをこの項目にプラスして、補正でも

組んでなるべく当初の予算を、やっぱり相手

のあるこの事業に使っていくということが部

長の判断でできないのかなという思いを実は

しております。

そうしないと、この４，６００万円がマイ

ナスであれば、そこから次の年度のスタート

になるので、伸び率がまたぐっと落ちてくる

ということになりかねないと。そこを鑑みて、

そういう予算の使い方、ここを柔軟に対応し

ていただけないのだろうかということの御見

解を伺いたいと思います。

私立学校のこの予算につ柴田生活環境部長

いてでございますけれども、一つは、今回の

耐震化促進の事業につきまして、補助金が見

込みを下回ったということがございます。ま

た、経費の節減になるということがございま

して、不用という形になったというところで

ございます。

私学の全体の経費のことを考えて、ほかに

使い道がないのかという有り難いお話でござ

いますけれども、用途が定まった形で予算の

それぞれの項目が決まっておりますので、な

かなかほかのことにということでは、私ども

も考えておりませんでしたけれども、今後そ

ういうことができないのかということは、重

々、財政当局ともお話をしていきたいと思い

ますけど、今のところちょっと難しいかなと

思っております。

御努力いただいた結果の、この四志村委員

千数百万円の差があるというのは、本当に理

解しております。理解はしておりますが、先

ほど言いましたように同じ目の中であります

から、相手の事業に対する助成という意味で

は、やっぱり向こうの傾向もありましょうし、

そこは一つ門戸を少し開いて、しっかり採用

するという方向で、財政も含めて御協議いた

だきたいと切にお願いをいたします。

ほかによろしいでしょうか。古手川委員長

〔「なし」と言う者あり〕

それでは事前通告、１名の委古手川委員長

員外議員から出されておりますので、事前通

告のあった委員外議員の質疑を行います。時

間が迫っておりますので、簡潔にお願いいた

します。

１点、私は平成２８年度の木田委員外議員

事業結果についてお尋ねいたします。

説明書１１８ページの下段にございます３

Ｒ普及推進事業でありますけれども、この３

Ｒには当然──昨年私質問したんですが、食

品ロスの削減というのも含まれると思います

けども、この取組、周知啓発に具体的にどう

取り組んでこられたのでしょうか。そして、

例の松本市の取組からもいろいろと御紹介も

させていただいたんですが、３０・１０運動

の定着状況は、２８年度にやってみて、どう

今評価されているのか。
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そして、食品ロスの削減という、その定量

の動向、その辺は把握できているのかどうか

ですね。食品ロスが増えているのか減ってい

るのか、私が質問した時点では、年間、１人

お茶わん１杯ずつぐらい毎日捨てているよう

なものだというお話をしましたけども、そう

いった定量把握ができているのか、その辺を

お尋ねさせていただきます。

それでは、２点梶原うつくし作戦推進課長

お答えさせていただきます。

まず１点目の、３０・１０運動の定着状況

でございますが、３０・１０運動につきまし

ては、昨年の忘年会シーズンから取組を開始

いたしまして、１１月１１日の通勤時間帯に、

大分市と連携しまして、大分駅北口で街頭啓

発を行いますとともに、チラシ１万５千枚を

作成しまして、市町村や食品衛生協会などの

団体を通じて、県民や事業者に配布して呼び

掛けを行いましたほか、県庁ホームページに

も情報を掲載いたしました。

また、市町村におきましては、当課からの

呼び掛けによりまして、街頭啓発や広報誌へ

の記事掲載、回覧板による全世帯への周知な

ど、市町村ごとに濃淡はございますが全１８

市町村でこうした取組について御協力いただ

いたところでございます。

定着状況につきましては、なかなか実態把

握が難しいものですから評価できかねますが、

私どもといたしましては、やはり県民の皆さ

んのライフスタイルを変えていただくという

ことが大事だと思っておりますので、知恵を

絞りながら、様々な機会を捉えて、粘り強く

県民や事業者に普及啓発を行っていきたいと

考えております。

２点目の食品ロスの動向でございますが、

毎年、農林水産省が全国の状況を推計して公

表しておりまして、これは減少傾向にござい

ます。直近の数字が平成２６年度、全国で食

品ロスが約６２１万トンということで、その

前年度、２５年度は６３２万トンですので、

全国では１１万トン削減されているというデ

ータが出てございます。しかしながら、国は

様々な統計によりまして、農林水産物の生産

量だとか輸入量の全体が把握できて、それが

食品メーカーだとか一般家庭に全体でどれだ

け流れている。さらには、食品リサイクル法

によって出口側、その食品廃棄物がどのよう

に資源化されているのか、あるいは最終的に

処分されているのかということを、出る側と

入る側を、国は全体を把握できますので、こ

うした推計ができておりますが、なかなか都

道府県レベルでは、こうした全体量の把握は

難しいものですから、県レベルでの把握はで

きてございません。

いろんな働き掛けをいただ木田委員外議員

いてありがとうございます。

先ほど御答弁があったように、市町村ごと

に若干３０・１０運動については認知度の差

があると私も感じておりますので、是非広く

広げていただきたいと思います。

事業者の受け止めとして、やっぱり量を減

らして出すというのはしづらいというような

抵抗感が少しあるんじゃなかろうかと。私も

いろんなところに行ったたびに、私も結構食

べる方なんですが、私でも食べ切れないぐら

いの量が次から次に出てきます。何かそうい

ったところを変えていかないと、やっぱり変

わっていかないんじゃないかなと思いますの

で、いろんな業界団体に御協力いただいて、

この意識を持っていただくということですね。

ある団体については、積極的にフードバンク

に提供していらっしゃる団体もございますか

ら、そういった広がりができるように、是非、

日本のもったいない文化、大切なものですの

で、それがしっかりと継承されるように力一

杯頑張っていただきたいと思います。

それでは、本日の質疑等を踏古手川委員長

まえ、全体を通して委員の方からほかに、何

か質疑はございませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

別にないようですので、これ古手川委員長

で質疑を終わります。

それでは、これをもって生活環境部関係の

審査を終わります。
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執行部はお疲れさまでした。

これより内部協議に入りますので、委員の

方はお残りください。

〔生活環境部、委員外議員退室〕

これより、内部協議に入りま古手川委員長

す。

先ほどの生活環境部の審査における質疑等

を踏まえ、決算審査報告書を取りまとめたい

と思いますが、特に、指摘事項や来年度予算

へ反映させるべき意見・要望事項等がありま

したら、お願いいたします。

今、木田議員が述べました３０・小嶋委員

１０運動については、全県的な運動の展開と

いうものがまだまだ進んでいないという状況

もあると思うので、これを何らかの形で、議

会からも提唱して、そして全県的に、あるい

は全事業者的にという観点で広められるよう

な方向に持っていけたらいいと思うので、こ

こは一つ加えていただけるといいかなと思い

ました。御検討をよろしくお願いします。

先ほど、河野委員の産業廃棄物の関堤委員

係、説明の中で収入未済額が今回、代執行で

２億１，３３２万円あるんですね。いわゆる

こういう１町２市にわたって県が代執行する

わけですから、そういう点では、県民の税金

がそれに投入されるということにもつながっ

てくるわけですので、先ほど言われたように、

経営の審査、ここについて財務諸表をきちっ

と見ていくだとか、又は企業として何かのた

めの積立金をやっぱり産業廃棄物の責任者と

してやっていくとか、そういう何らかの厳し

い県としての指導がないと、また同じことが

繰り返されてしまうような危険性もあります

ので、そういう点で、経営審査等についての

厳しい判断、指導をしていただきたいと思っ

ております。

ほか、よろしいでしょうか。古手川委員長

〔「なし」と言う者あり〕

それでは、本日の審査を踏ま古手川委員長

え、また今、小嶋委員、堤委員からの御意見

も踏まえた中で、審査報告書を取りまとめた

いと思います。

詳細については委員長に一任いただければ

と思いますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

それでは、そのようにいたし古手川委員長

ます。

以上で生活環境部関係の審査報告書の検討

を終わります。

暫時、休憩いたします。

午後０時０５分休憩

午後１時００分再開

休憩前に引き続き、委員会を土居副委員長

開きます。

これより商工労働部関係の審査を行います。

執行部の説明は、要請した時間の範囲内と

なるよう要点を簡潔・明瞭にお願いします。

それでは、商工労働部長及び関係課室長の

説明を求めます。

平成２７年度決算特別委神﨑商工労働部長

員会審査報告書に対する措置状況について御

報告いたします。

お手元の資料のうち、こちらの平成２７年

度決算特別委員会審査報告書に対する措置状

況報告書を使って御説明いたします。

５ページをお開きください。（２）収入未

済の解消についてのうち、中小企業設備導入

資金の措置状況を御報告いたします。

右側の措置結果の欄の中ほどの３段落目を

御覧ください。

財源の確保や公平な負担を徹底するため、

主債務者の経営状況や連帯保証人等の所得や

資産等の実態把握を行い、新たな延滞の発生

防止や未収債権の回収に努めているところで

す。

平成２８年度に４８６万円を回収したこと

から、２８年度末の収入未済額は２７年度末

と比較し、回収額分減少しました。

今後も着実に債権回収を図り、収入未済額

の減少に努めてまいります。

次のページを御覧ください。続いて、流通

業務団地造成事業について御報告いたします。
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右側の措置結果の欄の２段落目を御覧くだ

さい。

この未収金は、平成２８年２月に土地売買

契約を締結したものの、売買代金が支払われ

なかったため、契約を解除したことに伴う違

約金と遅延賠償金です。

今回の収入未済の発生を受け、２９年度か

ら再発防止策として、契約保証金を徴収する

こととしました。

続きまして、１５ページをお開きください。

フラッグショップ活用推進事業について御報

告いたします。

右側の措置結果の欄を御覧ください。

坐来大分の、より効果的な情報発信を図る

ためホームページを改修し、スマートフォン

に対応させたほか、英語表記を追加するなど

更なる機能強化を図っています。

また、テレビや雑誌等で、坐来大分を通じ

た本県の食や観光等の情報が、２８年度は９

２件取り上げられるなど、パブリシティの効

果を十分発揮しています。

民間事業者との連携については、ＪＲ九州

グループとも進めています。ＪＲ九州ホテル

ブラッサム大分においてディナーイベントを

開催し、生産者や株主、県民に対して坐来大

分の取組をアピールしました。

今後とも、坐来大分のフラッグショップと

しての機能をしっかりと発揮させるため、民

間事業者との連携を深め、県産品のブランド

力向上と販路拡大を図っていきます。

次のページを御覧ください。中小企業の支

援について御報告いたします。

右側の措置結果の欄を御覧ください。

本年度より、大分県版第４次産業革命〝Ｏ

ＩＴＡ ４．０〟に挑戦しており、ＩｏＴな

どの技術を活用したプロジェクトの創出と、

それを支えるＩＴ人材の確保・育成に取り組

んでいます。

また、７月には、これまで長い間企業進出

のなかった姫島村に、ＩＴ関連企業２社が進

出を表明しました。

今後も、場所にとらわれない事業活動が可

能なＩＴ関連企業など、地域の特性を踏まえ

た企業誘致活動を進めてまいります。

ワーク・ライフ・バランスの推進に関しま

しては、２８年１２月に大分県働き方改革推

進会議を設置し、長時間労働の是正を始めと

した働き方改革に関する諸テーマについて議

論を重ね、本年８月に取組目標を含む「おお

いた働き方改革共同宣言」を行いました。

目標の達成に向けて、県内企業の働き方改

革の気運醸成に努めるとともに、多くの企業

で働き方改革が進み、ワーク・ライフ・バラ

ンスを実現するための支援に引き続き取り組

んでまいります。

続きまして、平成２８年度の商工労働部関

係の決算につきまして、御説明申し上げます。

お手元の資料のうち、こちらの平成２８年

度一般会計及び特別会計決算事業別説明書１

４５ページの歳出決算総括表（商工労働部）

を御覧ください。

商工労働部の一般会計の歳出決算額は、一

番上の表の左から４列目、支出済額欄の一番

下にありますように、３７６億８，８７３万

５，３１７円でございます。

また、中小企業設備導入資金特別会計の歳

出決算額は、真ん中の表の支出済額欄の一番

下にありますように、４億６，７０７万１，

５６８円でございます。

さらに、流通業務団地造成事業特別会計の

歳出決算額は、一番下の表の支出済額欄の一

番下にありますように、３億２，１７７万２，

１５２円でございます。

続きまして、平成２８年度の主な事業につ

きまして、御説明申し上げます。別冊の平成

２８年度における主要な施策の成果を御覧く

ださい。

商工労働部関係は、１０２ページから１３

９ページです。

まず、１１０ページをお開きください。企

業立地促進事業でございます。

この事業は、新たに立地や増設した企業の

設備投資額や新規雇用者数等に応じて助成を

行い、企業誘致の一層の推進を目的としてい
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ます。

２８年度は、この補助制度をインセンティ

ブとして企業誘致活動を行った結果、３の事

業の成果欄のとおり、目標を大きく上回る過

去最高の３６件の企業立地を実現しました。

今後も、企業の進出意欲を喚起し、企業立

地の促進を図ってまいります。

続いて、１１７ページを御覧ください。も

のづくり企業技術チャレンジ支援事業でござ

います。

この事業は、航空機産業など今後の成長が

期待される業種への県内企業の参入促進を目

的としています。

２８年度は、２５社が参加する大分県航空

機産業参入研究会を発足させ、品質認証資格

の取得に必要な支援を行い、３の事業の成果

欄のとおり、２社が今年度中に認証を取得す

る見込みです。

今後も、県内外の専門家や関係機関等と連

携し、参入に向けた取組を推進してまいりま

す。

続いて、１２１ページを御覧ください。小

規模事業支援事業でございます。

この事業は、商工会や商工会議所が取り組

む経営改善普及事業を支援することで、小規

模事業者の振興と経営の安定を図ることを目

的としています。

資料中ほどの活動指標欄のとおり、２８年

度は、経営指導員等による経営革新や創業な

どの巡回指導を３万７４５回実施しました。

今後は事業承継に向けた取組を強化するな

ど、小規模事業者支援を強化してまいります。

続いて、１２４ページをお開きください。

サービス産業生産性向上支援事業でございま

す。

この事業は、宿泊業を中心とした観光関連

産業における生産性向上の取組を支援するも

のです。

２８年度は、県内宿泊業者の意識・実態調

査等を実施し、事業者が抱える課題を把握す

るとともに、生産性の高い事業所の特性につ

いて分析を行い、その結果を今年度の経営人

材講座に盛り込むなどにより横展開を図って

います。また、資料中ほどの活動指標欄のと

おり、業務効率化や誘客促進など生産性の向

上を目指す３グループの取組に対して助成し

ました。

今後とも経営者等に対する効果的な意識啓

発と講座内容の充実を図り、観光関連産業の

生産性を高めてまいります。

続いて、１２７ページをお開きください。

ＩＣＴ・データ利活用推進事業でございます。

この事業は、自社に蓄積されたデータ等を

ＩＣＴを活用して分析し、新サービスの創出

や経営課題の解決に取り組む企業を支援する

ものです。

２８年度は、自社データの分析手法を学ぶ

セミナーや演習を開催することで、１６社が

自社の経営課題解決につながるＩＴ経営計画

書の作成に取り組みました。

今後は、大分県版第４次産業革命〝ＯＩＴ

Ａ４．０〟 の挑戦を推進する中で、ＩｏＴ

プロジェクト等の具体化を目指していきます。

続いて、１３０ページをお開きください。

子育てママの仕事復帰応援事業でございます。

この事業は、出産、育児等により離職した

女性の再就職の促進を目的としています。

２８年度は、約１か月間の就業体験を行っ

た後、就業体験先への継続雇用や、別の企業

への就業支援を行うことにより、３の事業の

成果欄のとおり、就業を体験した７５人のう

ち７７．３％、５８人が再就職できました。

今後は、柔軟で多様な働き方である在宅ワ

ークの普及を含め、女性の就業を総合的に支

援していきます。

続いて、１３５ページを御覧ください。お

おいた学生県内就職応援事業でございます。

この事業は、県内外の進学者や進学を希望

する県内の高校生を対象にしたＷＥＢマガジ

ン「オオイタカテテ！」等を通じた県内企業

情報の提供や、県内の中小製造業及び情報サ

ービス業に研究者、技術者として就職する学

生を対象とした奨学金返還支援制度により、

大学生等の県内就職の促進を図るものです。
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２８年度は、３の事業の成果欄にあります

ように、奨学金返還支援制度に２０社を登録

しました。

今後も、進学を希望する高校生のおおいた

学生登録制度登録を推進するほか、奨学金返

還支援制度等により、大学生等の県内就職を

促進してまいります。

最後に、１３９ページをお開きください。

クリエイティブ産業創出事業でございます。

この事業は、デザインなどの活用による新

たな価値を創造するため、県内中小企業とク

リエイティブ人材が一緒になって、商品の開

発や新規マーケットの開拓等を行うための基

盤構築を目的としています。

２８年度は、企業とクリエイター等との交

流イベントや、クリエイター活用の優良事例

等を紹介するネットワークサイトの構築等の

クリエイティブ・プラットフォームの取組を

通じて、３の事業の成果欄のとおり、新しい

デザインなどを活用した１２件の商品が作ら

れました。

今後は、企業からの相談対応の拡充やクリ

エイターの育成等により、多くの付加価値の

高い商品・サービスを創出してまいります。

その他の内容につきましては、後ほど担当

課室長から説明いたします。

続きまして、平成２８年度行政監査結果の

うち、商工労働部関係部分について御報告い

たします。

お手元の平成２８年度行政監査・包括外部

監査の結果の概要の１ページをお開きくださ

い。

２８年度は、２の監査テーマ及び目的にあ

りますように、県有施設の安全・安心につい

てをテーマに行われ、改善事項を１件頂いて

います。

３ページを御覧ください。監査の結果につ

いてです。

一番下の欄の３の施設の耐震化等利用者の

安全対策のうち、商工労働部の地方機関であ

る産業科学技術センター、大分高等技術専門

校において、物品の転倒・移動・落下防止措

置が未対策であったという御意見を頂きまし

た。

産業科学技術センターにおいては、利用者

の利便性等を考慮しながら、計画的に対策を

講じ、平成３２年度に完了する見込みとなっ

ております。

なお、大分高等技術専門校においては、対

応済みです。

経営創造・金融課冨田経営創造・金融課長

の決算について、主なものを御説明いたしま

す。お手元の資料のうち、こちらの主要な施

策の成果を使って説明します。

１１２ページをお開きください。おおいた

スタートアップ支援事業でございます。

この事業は、創業の裾野拡大により県下各

地での多様な仕事づくりを支援するとともに、

成長志向の高い起業家の発掘・育成により雇

用創出型企業や高成長ベンチャー企業の創出

を図ることを目的としています。

２８年度は、おおいたスタートアップセン

ターに４名のスタッフを配置し、市町村や商

工団体等と連携しながら、創業啓発セミナー

等を１７市町で７１回開催するとともに、創

業支援者向けの実践型研修を開催しました。

その結果、３の事業の成果欄のとおり、２

８年度の創業支援件数は５５１件となり、目

標である年間５００件の創業実現を達成しま

した。

今後は、女性の起業促進や留学生の県内起

業促進、民間インキュベーション施設との連

携といった新たな取組も加えながら、県下各

地での多様な仕事づくりを推進していきます。

続いて、１１９ページをお開きください。

地域牽引企業創出事業でございます。

この事業は、持続的な成長を通じて地域の

雇用や産業活力を生み出し県経済をリードす

る中小企業の創出を図ることを目的としてお

ります。

活動指標欄のとおり、平成２８年度は１８

社の応募があり、歯周病原因菌検査キットの

開発・製造・販売により新たな市場開拓に挑

戦する宇佐市のアドテック株式会社など２社
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を認定しました。

また、認定企業が行う高度人材確保や販路

開拓、設備投資などを支援するとともに、サ

ポートチームによる経営分析や情報提供等の

フォローアップを行いました。

今後も、外部専門機関等と連携し、販路開

拓等の積極的なフォローアップの実施、認定

企業の経営計画の達成のための総合的な支援

を行ってまいります。

続いて、特別会計の決算について御説明し

ます。お手元の資料のうち、こちらの一般会

計及び特別会計決算事業別説明書を使って御

説明します。

１５１ページをお開きください。中小企業

設備導入資金特別会計について御説明します。

上の表、事業説明欄の上から１番目償還金

として決算額１億３，９８８万２，６１７円

を、その下繰出金として決算額１億９，４７

１万２，７５１円を上げております。

これは小規模企業設備資金貸付事業の根拠

となる法律が、平成２７年３月末をもって廃

止され、当該貸付事業に係る清算が終了した

ことに伴い、国への償還及び一般会計への繰

り出しを行ったものです。

次に下の表、事業説明欄の上から２番目償

還金として決算額４，５４７万７千円を、ま

た、その下の繰出金として決算額３，８６９

万２００円を挙げております。

これは、高度化資金の貸付先である事業者

からの返済金を、中小企業基盤整備機構と県

との貸付時の負担割合に応じて、機構への償

還及び一般会計への繰り出しに充当したもの

です。

工業振興課の決算につい工藤工業振興課長

て、主なものを御説明いたします。お手元の

資料のうち、こちらの主要な施策の成果を御

覧ください。

１０９ページをお開きください。エネルギ

ー関連産業成長促進事業でございます。

この事業は、エネルギー産業を大分県経済

の新たなけん引産業に育成することを目的と

しています。

２８年度は、２の事業内容欄のとおり地熱

・温泉熱、小水力といった分野別のワーキン

ググループを形成し、販路開拓や研究開発等

の支援を９グループに対して行うとともに、

新エネ・省エネコーディネーターによる各種

相談やサポートなどを行いました。その結果、

３の事業の成果欄の右の枠のとおり、小水力

ワーキンググループ参加企業におきまして８

件の受注等があったところでございます。

今後も地場企業のチャレンジングなビジネ

ス展開を総合的に支援することで、本県エネ

ルギー産業の更なる成長を促進していきます。

産業集積推進室の決稲垣産業集積推進室長

算について、主なものを御説明いたします。

１０３ページをお開きください。自動車関

連産業企業力向上事業でございます。

この事業は、大分県自動車関連企業会を推

進母体として、県内企業の技術力向上や人材

育成を行い、自動車関連産業への新規参入・

取引拡大を図ることを目的としています。

２８年度は、技術アドバイザーによる現場

技術指導や機械保全セミナー等を開催すると

ともに、金型保全技術の習得講座を実施し、

県内企業の技術力向上に努めました。

また、活動指標欄のとおり、受注獲得のた

め、九州各県と連携した展示商談会を開催し、

２５社が参加しました。

今後も、成長が見込まれる電子・電装部品

への新規参入支援等により、県内企業の受注

拡大を図ってまいります。

情報政策課の決算につい田北情報政策課長

て、主なものを御説明いたします。

１２６ページをお開きください。情報産業

振興事業でございます。

この事業は、小中学生向けのプログラミン

グ教室や高校生のアイデアを出し合うイベン

ト開催等による次世代のＩＴ人材育成に加え、

県内ＩＴ技術者間の連携・資質向上を図るＩ

Ｔ人材塾の開催など、イノベーションを創出

することができるＩＴ人材の確保・育成を図

るものです。

活動指標欄のとおり、２８年度は３市で開
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催したプログラミング教室や高校生対象のア

イデアソン・ハッカソンに、延べ１３８人が

参加しました。

今後は、アプリケーション等開発人材の育

成支援など、県内情報産業のニーズに応じた

きめ細やかな人材確保に取り組んでまいりま

す。

商業・サー森山商業・サービス業振興課長

ビス業振興課関係の決算について、主なもの

を御説明いたします。

１２５ページを御覧ください。県産品販路

開拓支援事業でございます。

この事業は、首都圏のバイヤーとの商談会

や百貨店等での催事を通じ、県産品の販路開

拓・拡大を図ることを目的としています。

２８年度から百貨店やスーパー、通信販売

等客層や業態、販売手法ごとに招くバイヤー

を分けるターゲット別マッチング商談会を開

催することとしました。バイヤーと生産者と

がそれぞれの特性に合った商談を行うことが

でき、より効果的なマッチングにつながって

います。３の事業の成果欄のとおり、２８年

度は４回の商談会に３７社、５６名のバイヤ

ーと１０９社の県内事業者が参加し、３２６

件の商談を行い、約６０件が成約しました。

今後は、更なる成約率向上のため、県内事

業者に対してＦＣＰ商談会・展示会シートの

普及と導入研修を実施するとともに、マーケ

ットに対応した商品づくりを支援するなど、

県内企業の取引機会創出と県産品の販路拡大

を推進してまいります。

企業立地推進課の決河野企業立地推進課長

算について、主なものを御説明いたします。

お手元の資料のうち、こちらの一般会計及

び特別会計決算事業別説明書を使って御説明

します。

１６７ページをお開きください。流通業務

団地造成事業特別会計について御説明します。

流通業務団地造成事業費の決算額２億９，

１０８万４，３９７円は、大分流通業務団地

内における安全・防災・環境対策などの維持

管理業務を行うとともに、起債償還のための

基金積立てを行ったものです。

その下の公債費の決算額３，０６８万７，

７５５円は、起債借入金の利払いを行ったも

のです。

雇用労働政策課の決後藤雇用労働政策課長

算について、主なものを御説明いたします。

お手元の資料のうち、こちらの主要な施策の

成果を使って御説明します。

１３４ページを御覧ください。おおいたＵ

ＩＪターン就職促進事業でございます。

この事業は、県内中小企業の人材確保及び

職場定着に加え、県外に在住するＵＩＪター

ン就職希望者の就職を支援することを目的と

しています。

３の事業の成果欄のとおり、２８年度は、

おおいた産業人財センターで求職者と企業の

マッチング機会を提供した結果、６０社の人

材確保と前年度よりも多い１２７人のＵＩＪ

ターン就職希望者の就職決定につながりまし

た。

今後は、県内の高卒者の約２５％が進学す

る福岡県内からのＵターン就職の促進を強力

に進めるとともに、おおいた産業人財センタ

ーの機能を強化し、更なるＵＩＪターンの推

進を図ります。

続いて、１３８ページを御覧ください。働

き方改革推進事業でございます。

この事業は、長時間労働の是正など、誰も

が働きやすい職場環境づくりへの取組やワー

ク・ライフ・バランスの推進を目的としてお

ります。

３の事業の成果欄のとおり、２８年度は、

企業訪問や普及啓発活動により、従業員の育

児等を支援するおおいた子育て応援団として

１００社を認証しました。

今後は、８月に行ったおおいた働き方改革

共同宣言の目標達成に向け、社会全体の気運

醸成を図るとともに経営者と労働者の双方の

意識改革に取り組み、企業の働き方改革を支

援してまいります。

商工労働部の歳入、大友商工労働企画課長

歳出決算の主な事項について御説明いたしま
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す。お手元の資料のうち平成２８年度決算附

属調書で説明させていただきます。

まず、一般会計決算のうち、主なものを御

説明いたします。

５ページをお開きください。歳入決算額の

予算に対する増減額調書です。一番左の科目

欄の下から二つ目、商工費国庫補助金のうち、

減収となったものの３番目、中小企業等グル

ープ施設復旧整備費補助金２３億８，４４９

万６，１４５円は、熊本地震からの復旧復興

を支援している中小企業等グループ施設等復

旧整備事業を２９年度に繰り越して執行して

いることによるものです。

次に１５ページをお開きください。不用額

調書です。

一番左の科目欄の下から４行目の職業訓練

校費２，８８０万１，７０２円は、離職者等

能力開発促進事業において所要額が見込みを

下回ったことなどによるものです。

次に１７ページをお開きください。

科目欄、上から９行目の工鉱業振興費７，

２０１万４，０５６円は、半導体・自動車関

連産業等の雇用の場を拡大する戦略産業成長

分野参入促進事業の補助金等が見込みを下回

ったことによるものです。

続いて、特別会計における歳出関係を御説

明します。

次に、５１ページをお開きください。収入

未済額調書です。

一番左の科目欄の上から二つ目の項目、中

小企業設備導入資金特別会計の諸収入１０億

２，０１８万８，９６８円は、高度化資金貸

付金が貸付先の倒産や経営不振などにより延

滞となっているものです。

続いて、その下、流通業務団地造成事業特

別会計の諸収入１，１８４万６，７１５円は、

履行のめどが立たない土地売払契約の解除に

伴う違約金と遅延賠償金が延滞となっている

ものです。

次に、５３ページをお開きください。滞納

繰越調定取消額調書です。

流通業務団地造成事業特別会計の財産収入

９，１８３万５千円は、土地売買契約を解除

したことによるものです。

決算関係の説明は以上でございます。よろ

しくお願いいたします。

以上で説明は終わりました。土居副委員長

これより質疑に入ります。

執行部の皆さんに申し上げます。

答弁は挙手し、私から指名を受けた後、自

席で起立の上、マイクを使用し、簡潔・明瞭

に答弁願います。

事前通告が３名の委員から出されています

ので、まず事前通告のあった委員の質疑から

始めます。

まず、主要な施策の成果の１２０ペ堤委員

ージの中小企業金融対策費について。

中小企業信用保険法の一部が改正されまし

た。１年後に施行されますけれども、このう

ちセーフティーネット保証５号を全額保証か

ら８割保証に変更しております。金融機関と

すれば、貸倒れ等のリスクが高まると、貸し

渋りだとか、追加融資が厳しくなるのではな

いかと不安視する業者の方もおられます。

また、特別小口保険の上限が１，２５０万

円から２千万円にもう引き上げられておりま

すけれども、今後、このセーフティーネット

関係で、県としての対応策はどう取っていく

のかという点をまず一つ。

次に、保証協会の代位弁済の関係ですけれ

ども、２９年３月末には、件数が１５１件、

金額では１３億２，４００万円ありますけれ

ども、この処理についてどういうふうにされ

ているのか。

三つ目には、事業別説明書の１４９ページ

の中小企業等グループ施設等復旧整備事業費

４５億円の予算に対して、決算は９億２，３

００万円にとどまっているんですけれども、

その理由ですね。

それから活用したグループの業者の方々の

意見はどうであったのか。

また、これから排除された、つまり、採択

されなかった、そういう中小業者はいなかっ

たのかということをお伺いいたします。
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９月１５日に質問した小規模事業者持続化

補助金については、前の日までで１２件だっ

たと思うんだけれども、その最終的な状況を

教えてください。

最後に、主要な施策の成果の１１０ページ

の企業立地促進事業。

２８年度企業訪問が１，２０５件となって、

補助制度の内容等を説明し、企業誘致を進め

ております。訪問する企業は大分県に何を一

番求めているのか、こういうふうなことをい

ろいろ話を聞いていると思うんですけれども、

それを教えていただきたいと思います。

中小企業金融対策冨田経営創造・金融課長

費についてですけれども、まず初めにセーフ

ティーネット保証５号の８０％保証への変更

等についてお答えいたします。

この見直しは、金融機関が過度に信用保険

に依存することなく、保証協会と連携をして、

中小企業の経営支援を強化するものだと認識

をしております。県としましても、保証制度

とプロパー融資の適切な組合せにより、中小

企業への前向きな経営活動への支援が行われ

るものと期待しております。

また、今後の県の対応策につきましては、

特別小口の保証限度額引上げ等の今回の法改

正の趣旨や中身を踏まえて、来年度の県制度

資金での対応を検討していきたいと考えてお

ります。

次に代位弁済の処理についてですが、保証

協会が代位弁済を行った場合には、保証協会

が求償権を持つこととなります。その後、当

該求償権に基づいて、各債務者に対して支払

を求めるということになっております。

続きまして、中小企業等グループ施設等復

旧整備事業についてお答えいたします。

まず、決算額９億２，３００万円について

ですが、復旧工事が集中したために施工業者

の対応が遅れたことや、標高が高いところに

あるところでは、冬季の工事が難しいなどの

ために、復旧に時間が掛かっている事業者が

おります。

支払額として、約９億２，３００万円とな

っておりますけれども、未執行分につきまし

ては、繰越しをしておりますので、本年度、

順次追加の交付決定及び支払を実施しており

ます。

利用した事業者の方からは、資金調達のめ

どが早めにつけられて早期復旧につながった

などの意見を聞いております。

排除された中小企業者はいなかったかとの

御質問ですけれども、今月１０日から来月１

１月１０日にかけて最終公募を実施すること

としておりまして、先月８日に市町村や県内

の金融機関、商工団体等に最終公募について

中小企業者への周知依頼を行ったところでご

ざいます。

もう１点の質問の被大友商工労働企画課長

災地域の持続化補助金の申請状況等について

お答えいたします。

１５日に締切りの段階で５０件の申請があ

りました。内訳としては、日田市が４７件、

中津市が３件という状況でした。

先月に審査会を開きまして、その採択を決

定し、昨日各事業者に対しては採択決定の通

知をしたところであります。

金額につきましては、県市の３分の２のベ

ースで８千万円強、県分の補助金額として６

千万円程度の申請額となっております。

企業立地促進事業に河野企業立地推進課長

ついてお答えいたします。

企業が求めるものは拠点を設置する場所、

用地価格、インフラ等の整備状況、雇用の確

保、地元の受入れ体制など様々でございまし

て、また、個々の企業の業種、業態、企業規

模、経営状況、経営戦略などによっても異な

っております。

一般に企業は、県外も含め、広域で候補地

を探しておりますが、候補地が絞られていく

中で、地域間競争に打ち勝つために本事業の

ような業種ごとに異なるニーズにきめ細かに

対応した助成制度や課税免除などの税制優遇

制度が効果を発揮していると考えております。

冨田課長、先ほど前段の話は国も説堤委員

明をそういう形にしておりますから。
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制度融資とプロパーの併用でやっていると、

こういうことで今までやっている状況だけれ

ども、結局、一番不安なのは貸し渋りの部分

がどうなのかという状況は、当然県としても

いろいろ対策は考えているんだろうと思いま

すけれども、そういうことが出ないような指

導というのは、金融機関にどのようにされて

いるのかということを再度お伺いいたします。

グループ補助金について再公募するという

ことで、９月１５日に締め切って、９月中に

出なかった分を出そうと。再度１０月１０日

から１１月１０日までの１か月間に申込みを

するということだけれども、これは条件的に

も前の補助金分と全く一緒の状況だと思うん

だけれども、大体どれぐらいの予算で、どれ

だけの件数を検討されているのかを分かれば

教えてください。

企業立地はまたゆっくり論争していきまし

ょう。

御懸念の貸し渋り冨田経営創造・金融課長

対策についてですけれども、これまでも信用

保証協会の保証というところで積極的に保証

するという、そこは信用保証協会と協力しな

がら。

金融機関に対しましては、金融機関を集め

て、金融の円滑化というところで協議をして

おりますので、ここについても貸し渋りがな

いように。

今現在、中小企業への金融機関の貸出残高

を見てみますと、ずっとここ数年伸びている

状況がありますので、そういった対応をお願

いしたいと思っております。

それから、グループ補助金の募集について

ですけれども、条件はこれまでと変わりあり

ません。

予算についてですけれども、繰越しを約３

６億しておりますので、当初の見込みからい

きますと、この額で十分対応できるというふ

うに考えております。

２点についてお伺いします。藤田委員

１点目は中小企業振興費の中、事業別説明

書でいくと１４８ページ、１４９ページです

けれども、地域牽引企業創出事業費、クリエ

イティブ産業創出事業費、経営革新企業成長

促進事業費、これらの各事業の対象企業や支

援助成の内容や支援の事例など、詳細につい

て御説明をお願いしたいと思います。

２点目は、各事業に関わりますけれども、

昨年の熊本地震で被災した事業者への支援で

すね。これらの事業の中で、一昨日の会計管

理者に資料請求したものが今日配付されてお

りますけれども、この中では、商工労働部の

中で観光関連産業活性化緊急支援事業から中

小企業等グループ施設等復旧整備事業と４項

目の事業が上げられていますが、これらも含

めて被災から復旧をする、あるいは復興に向

けて事業として適用されたものがどのような

ものがあるのかについてお伺いしたいと思い

ます。

中小企業振興費に冨田経営創造・金融課長

つきまして御質問のありました３事業につい

てお答えいたします。

まず、地域牽引企業創出事業でございます

が、この事業では、優れた経営基盤を生かし

て県経済のリーダー的企業となり得る地場中

小企業を対象としております。

具体的には、５年以内に雇用者数を３０人

以上、又は付加価値額１億円以上増加させる

経営計画を有する企業でございます。

支援内容につきましては、お手元の主要な

施策の成果がございますけれども、これの１

１９ページを御参考にいただきながら、支援

内容ですけれども、高度人材の確保、販路開

拓、設備導入等に対する３年間で合計６千万

円の補助金と、専門家等のサポートチームに

よる経営分析や助言、情報提供などを行って

おります。

支援事例といたしましては、鮮度保持剤の

総合メーカーのトップを目指す地場企業に対

しまして、高速自動充塡包装機など機械装置

の導入、また、新商品開発に係る試作品、展

示会出展費用などに対して補助を行い、更に

サポートチームによる経営計画の達成に向け

た計画のブラッシュアップや進捗管理、経営
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戦略、営業戦略に対する助言、商談先の紹介

などの支援を行い、企業の成長を全面的にバ

ックアップしております。

次に、クリエイティブ産業創出事業ですが、

同じく施策の成果の１３９ページを御参考願

います。

この事業ですけれども、新たな市場や販路

開拓をするためには、デザイナーやアーティ

ストなどが持つ豊かな発想や感性を用いて、

商品自体を見直ししたり、パッケージを改良

するなどにより、商品の魅力を高めていくこ

とが重要となってきております。

本事業では、全国の優良事例などをウエブ

サイトで紹介するとともに、実際にデザイナ

ーなどと企業さんが交流する場を創出するこ

とで、県内においてクリエイティブな発想を

積極的に取り入れる土壌を構築していってお

ります。

事例としましては、リサイクル業者とデザ

イナーが共同して、廃材からバッグや雑貨、

インテリアなどを生み出したものがございま

す。

このように商品価値を高めるために、スト

ーリーづくりや優れたデザインの提案などに

より、新たな事業展開を支援しております。

続きまして、経営革新企業成長促進事業に

ついてでございますが、１１５ページになり

ます。

この事業につきましては、県内の中小企業、

小規模事業者が行います経営環境の変化に適

応した新商品の開発や新サービスの提供など

の経営革新への取組を支援するものでござい

ます。

支援対象は、経営革新計画の承認を受け、

計画に基づいて販路開拓や商品改良などに取

り組む企業です。

主な支援内容は、事業に要する経費の補助

で、上限額は１５０万円、補助率２分の１以

内となっております。

また、処遇改善、人材育成事業に取り組む

企業は、別途補助金５０万円を加算しており

ます。

支援事例としましては、県産の安全・安心

な海産物を製造販売している企業が新たに首

都圏への販路開拓に取り組む際に、補助金を

活用して展示会への出展やホームページを作

成したことにより、首都圏の取引先の開拓と

受注増加につなげております。

次に、熊本地震で被災した事業者への支援

についてでございますが、私からは、金融支

援とグループ補助金についてお答えいたしま

す。

被災中小企業の資金繰りを支援するために、

２８年４月２２日に県制度資金の災害復旧特

別融資を、融資利率年０．８％、保証料率０

％で実施し、８８１件、約１０４億円の融資

が実行されました。

また、被災中小企業等の施設設備の復旧整

備を支援するために、中小企業等グループ施

設等復旧整備事業を実施しております。

２８年度末時点で補助金の交付決定は２２

６件、約２８億３千万円、このうち１４５件、

約９億２，３００万円の支払をしております。

先ほど申し上げましたけれども、未執行分

につきましては繰越しをしているため、本年

度順次追加の交付決定及び支払を実施してお

ります。

なお、今月１０日から来月１０日にかけて

最終公募を行うこととしております。

県産品の販森山商業・サービス業振興課長

路開拓等に関する支援について御説明いたし

ます。

熊本地震によりまして、観光関連産業を中

心に、直接被災し、休業を余儀なくされた、

あるいは観光客が減少し、にぎわいがなくな

って土産品等の販売が減少したことから、事

業別説明書の１６３ページの上段、観光関連

産業活性化緊急支援事業費、その下の観光関

連産業現場力向上事業費、次の１６４ページ

の一番下、県産品販路開拓緊急対策事業費、

この事業によりまして、休業中の従業員の雇

用確保のための研修や、復興イベントの開催、

県産品の売上げ回復に向けた首都圏等での販

路開拓を支援いたしました。
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販路開拓事業ですけれども、東京、大阪、

福岡等でおおいた応援フェアを開催し、計２

５回、延べ９９社が出展参加、合計で８，３

５０万円を売り上げました。

そのほか、坐来大分による都内の大企業等

での県産品の出張販売、大手ネット通販サイ

ト、アマゾンでございますけれども、こちら

に大分県応援サイトを開設するなどによりま

して、県産品販売を行い、県内での売上げ減

少を取り戻せるように支援したところでござ

います。

主要な施策の成果の１１２ページ尾島委員

をお願いします。おおいたスタートアップ支

援事業についてです。

事業の成果について、今年度、目標値５０

０に対して５５１件ということで、年間５０

０件の創業実現を果たしたわけですが、前年

度２７年度に引き続いて、大変好成績を収め

られたのではないかと評価します。

そこで、昨年度のこの５５１社の業種、あ

るいはまた、それぞれの売上高、総計でいい

と思うんですが、売上高や雇用実績、それか

ら課題として挙げられています女性経営者の

割合、こういったものがあればデータとして

示していただきたいと思います。

おおいたスタート冨田経営創造・金融課長

アップ支援事業の実績等についてお答えいた

します。

この事業についてですけれども、平成２８

年度創業支援実績は５５１件で、業種の割合

ですけれども、飲食業が２０．９％で１１５

件、それから理美容等の個人向けサービス業

が１９．６％で１０８件、小売業が１２．３

％で６８件と、この３業種が上位を占めてお

ります。

また、女性経営者の割合ですけれども、１

４１件の２５．６％、約４分の１を占めてお

ります。

それから、売上げ、雇用についてですけれ

ども、対象者が創業段階であるというところ

で全てを確認できておりませんけれども、当

初の予定で見ますと、１社当たり就業の予定

者数としては、代表者を含めて２．３人とな

っております。

ほかに、事前通告されていな土居副委員長

い委員で質疑はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

それでは、本日の質疑等を踏土居副委員長

まえ、全体を通して、委員の方からほかに何

か質疑はございませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

ほかにないようですので、こ土居副委員長

れで質疑を終わります。

それでは、これをもって商工労働部関係の

審査を終わります。

執行部はお疲れさまでした。

これより内部協議に入りますので、委員の

方はお残りください。

〔商工労働部退室〕

これより、決算審査報告につ土居副委員長

いて内部協議に入ります。

先ほどの商工労働部の審査における質疑等

を踏まえ、決算審査報告書を取りまとめたい

と思いますが、特に指摘事項や来年度予算へ

反映させるべき意見・要望事項等がありまし

たらお願いします。

〔「なし」と言う者あり〕

特にないようですので、審査土居副委員長

報告書案の取りまとめについては、本日の審

査における質疑を踏まえ、委員長に御一任い

ただきたいと思いますが、よろしいでしょう

か。

〔「異議なし」と言う者あり〕

それでは、そのようにいたし土居副委員長

ます。

以上で商工労働部関係の審査報告書の検討

を終わります。

ここで執行部が入室しますのでしばらくお

待ちください。

〔国民文化祭・障害者芸術文化祭局入

室〕
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これより、国民文化祭・障害土居副委員長

者芸術文化祭局関係の審査を行います。

執行部の説明は、要請した時間の範囲内と

なるよう要点を簡潔・明瞭にお願いします。

それでは、局長の説明を求めます。

私土谷国民文化祭・障害者芸術文化祭局長

から平成２８年度における主要な施策の成果

に沿って、国民文化祭・障害者芸術文化祭局

の関係事業を御説明いたします。

２０３ページをお開きください。全国障害

者芸術・文化祭開催準備事業です。

平成３０年の全国障害者芸術・文化祭の開

催に向け、キックオフイベントの開催や障が

い者アートに関する障がい者福祉施設職員を

対象とした人材育成セミナーを開催したほか、

福祉施設等を対象に文化祭に展示・発表でき

る作品等の発掘調査を行いました。

事業成果では、障がい者アート関連事業を

実施した市町村の数が、目標の５市町村を達

成しており、総合評価はＡとなっております。

２０４ページをお開きください。国民文化

祭開催準備事業です。

平成３０年の国民文化祭の開催に向け、キ

ックオフイベントの開催や芸術文化団体の人

材育成に対する支援、国民文化祭・全国障害

者芸術文化祭実行委員会の設置などを行いま

した。

事業成果では、イベント全体の観客数が目

標の４，３００人に対し、実績は４，５８２

人であり、総合評価はＡとなっております。

平成２８年度における主要な施策の成果の

説明を終わらせていただきますが、平成２８

年度の決算につきましては、当局は平成２９

年度に新設された局でありますことから、２

８年度の所管部でございます福祉保健部及び

企画振興部で行いましたことを付け加えさせ

ていただきます。

以上で説明は終わりました。土居副委員長

これより質疑に入ります。

執行部の皆さんに申し上げます。

答弁は挙手し、私から指名を受けた後、自

席で起立の上、マイクを使用し、簡潔・明瞭

に答弁願います。

事前通告が１名の委員から出されています

ので、まず事前通告のあった委員の質疑から

始めます。

私からは主要な施策の成果の２０大友委員

３ページ、全国障害者芸術・文化祭開催準備

事業についてであります。

２の事業内容、これは四つ載っておりまし

て、その中の最後の四つ目の芸術性の高い作

品の発掘調査事業でありますけれども、この

分で、発掘できた作品はどのようなものがあ

るのかということを教えてください。

また、この事業の実施過程で見えてきた課

題等があれば、その課題と解決に向けた方向

というものを教えていただきたいと思います。

それと視覚障がい者、そして聴覚障がい者、

この方たちが芸術・文化祭に対して、どのよ

うに関わっていくかというのをイメージで教

えていただければと思います。お願いします。

ただ今御質問いただきま秋月事業推進課長

した発掘調査事業で発掘できた作品は、どの

ようなものかということについて御説明させ

ていただきます。

昨年度、障がい者福祉施設や特別支援学校

などを訪問いたしまして調査を行いましたと

ころ、絵画や工芸などの様々な作品１６６点

を発掘させていただきました。今年度も同様

に調査をしておりまして、これまでに３２点

の作品を発掘しております。

これらの作品の中から５１点を、現在開催

しておりますおおいた大茶会１年前イベント

の展示事業、まちなかアートにおきまして、

竹町通り商店街や中央町商店街の２３店舗で

展示をさせていただいております。

作品を御覧いただいた方々からは力強さや

色使いのすばらしさなど、そういった称賛の

声を頂いているところでございます。

この事業の実施過程で見えてきた課題と、

その解決の方向についてでございますけれど

も、障がい者アートの専門家と共に調査を行

いました結果、多くの優れた作品が発表の機
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会を得ずに埋もれていたということが分かっ

てきたところでございます。

そのためには障がい者にとりまして、身近

な地域で作品発表の機会を増やすことが必要

であり、文化祭がその契機になることが期待

されております。

今年はプレイベントとしまして、１３の市

町村で障がい者アート事業が展開されること

となっております。

また、来年の文化祭では、全ての市町村で

実施されることを目指し、現在調整を行って

いるところでございます。

また、この調査を通じまして、福祉施設や

市町村の職員の皆さんなどにも障がい者の皆

さんの作品のすばらしさを改めて認識してい

ただき、発表の場の定着や地域の障がい者か

らの作品提供を頂くとともに、多くの方に鑑

賞してもらえますよう、広報にもしっかり取

り組んでまいりたいと考えております。

最後に、視覚障がい者や聴覚障がい者の皆

さんの文化祭の関わり方についてでございま

す。

一つ目としましては、作品の出品者やステ

ージでの発表者などとして、より多くの方々

に積極的に関わっていただきたいと思ってお

ります。

二つ目としましては、全国からのすばらし

い作品に触れる展覧会も予定しておりますの

で、自らのスキルアップや芸術活動を始める

きっかけに是非していただきたいと思ってお

ります。

三つ目としましては、運営面でも積極的に

参加していただきたいと考えております。

文化祭の事業内容につきましては、視覚障

がいのある方、聴覚障がいのある方に企画運

営委員として就任していただいておりまして、

様々な御意見を頂きながら、検討を進めてい

るところでございます。

また、観光おもてなしにつきましては、実

務者会議のメンバーに加わっていただきまし

て、障がいのある方をお迎えするに当たって

の必要な配慮についてアドバイスなどを頂い

ております。

さらには、同じ障がいのある方々とのネッ

トワークを生かしていただきまして、文化祭

を広く発信していただくなど、大会の盛り上

げに御協力をお願いしているというところで

ございます。

今後の課題で、認知度の低さとか、大友委員

発表機会の少なさ、そして、アートに取り組

む人及び活動をサポートする人の少なさとい

うことが課題に挙がっておりますけれども、

せっかくこういうビッグイベントがあります

ので、良い機会ですので、誰もが参加できる

というのは当然なんですけれども、参画した

くなるような、そういう開かれた文化祭にし

ていただきたいなと思います。

そして、これを機に、今まで埋もれていた

ものとか、そういうものにスポットが更に当

たるように、そして、新たな可能性がここで

生まれていくような、そういうことに大きな

期待をしていますので、よろしくお願いいた

します。

それでは事前通告されていな土居副委員長

い委員で質疑はありませんか。

１０月１日に１年前のイベントをや堤委員

っていますよね。歩行者天国とかＯＰＡＭの

あれをね。そのときの反応と言うか、県民が

どう反応、こういうイベントが１年後にある

んだよというふうな県民の反応というのは、

どういうのがありましたか、それをちょっと

教えてください。

この度の１０月１日のイ秋月事業推進課長

ベントですけれども、各地域からの伝統芸能

の披露であったりとか、そのほかにも芸術・

文化ゾーンの中で、みんなで協力しまして、

小さいお子さんが参加するようなイベントも

やりました。また、美術館の中では、県美展

などもやりまして、芸術・文化ゾーン周辺で、

全体で盛り上げて進めているところでござい

ます。

多くの方々から、また是非来年の１０月６

日からの文化祭に参加したいというお声をた

くさん頂いたところでございます。
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とりわけ、各地域から応援隊として、私ど

もの実行委員会からお願いした盛り上げ隊に

も御参加いただきまして、これからの１年間

にわたってＰＲに御協力いただけるという宣

言も頂きましたし、障がい者の方もたくさん

御参加いただきまして、みんなと一緒になっ

て盛り上げようというお声もたくさん頂いた

ところでございます。

障がい者の芸術・文化についてで戸高委員

すけれども、以前沖縄である愛音楽（アネ

ラ）音楽祭という音楽祭――毎年恒例になっ

ているんですが――に出席をしたときに、本

当にすばらしい三線の音楽、またピアノ演奏

があり、全て出演者が障がい者で、あと司会

も名コンビで障がい者がやっている。運営も

流れとか、その段取りをするのも全て障がい

者が関わってやっているという、本当にすば

らしい音楽祭でありました。

こういった国民文化祭等にアート作品を探

す、それも非常に大事なんですが、そういう

運営等にもしっかりと関わっていくというの

が大事だと思っているんですが、いかがお考

えでしょうか。

障がい者団体の皆様方に秋月事業推進課長

は、それぞれの事業の企画について御意見を

頂いております。

また、おもてなしに当たっても様々な御助

言を頂いておりますので、皆さん方と連携し

て、しっかりと進めてまいりたいと思ってお

ります。

ほかに、委員で質疑はありま土居副委員長

せんか。

〔「なし」と言う者あり〕

それでは、本日の質疑等を踏土居副委員長

まえ、全体を通して、委員の方からほかに、

何か質疑はございませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

ほかにないようですので、こ土居副委員長

れで質疑を終了します。

それでは、これをもって国民文化祭・障害

者芸術文化祭局関係の審査を終わります。

執行部はお疲れさまでした。

これより内部協議に入りますので、委員の

方はお残りください。

〔国民文化祭・障害者芸術文化祭局退

室〕

これより、決算審査報告につ土居副委員長

いて内部協議に入ります。

先ほどの国民文化祭・障害者芸術文化祭局

の審査における質疑等を踏まえ、決算審査報

告書を取りまとめたいと思いますが、特に、

指摘事項や来年度予算へ反映させるべき意見

・要望事項等がありましたら、お願いします。

〔「なし」と言う者あり〕

特にないようですので、審査土居副委員長

報告書案の取りまとめについては、本日の審

査における質疑を踏まえ、委員長に御一任い

ただきたいと思いますが、よろしいでしょう

か。

〔「異議なし」と言う者あり〕

それでは、そのようにいたし土居副委員長

ます。

以上で国民文化祭・障害者芸術文化祭局関

係の審査報告書の検討を終わります。

ここで、執行部が入室しますので、しばら

くお待ちください。

〔議会事務局入室〕

これより、議会事務局、人事土居副委員長

委員会事務局及び労働委員会事務局関係の審

査を行います。

まず、議会事務局関係の審査に入りますが、

説明は要点を簡潔・明瞭にお願いします。

それでは、議会事務局長の説明を求めます。

議会事務局関係の決算に酒井議会事務局長

ついて御説明を申し上げます。

お手元の平成２８年度一般会計及び特別会

計決算事業別説明書の２８７ページをお開き

ください。

歳出決算総括表の議会事務局関係は、第１

款第１項議会費のみですが、予算現額１１億
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８，２６４万７千円に対しまして、支出済額

は１１億３，６４４万１，０７３円、不用額

は４，６２０万５，９２７円でございます。

次に２８９ページをお開き願います。まず、

第１目の議会費は、予算額８億７，７０２万

６千円に対しまして、決算額は８億３，２３

５万７，１０２円でございます。

その主な内訳でございますが、表の左から

２列目事業別決算額欄の一番上、６億３，７

０５万１，２４４円は、議員４３人分の報酬

・期末手当等でございます。

その下の議会運営費１億９，５３０万５，

８５８円は、政務活動費交付金や全国都道府

県議会議長会負担金等でございます。

２９０ページをお開きください。第２目事

務局費は、予算額３億５６２万１千円に対し

まして、決算額は３億４０８万３，９７１円

でございます。

その主な内訳は、事務局職員２９人分の給

与費や会議録、議会資料の作成に要した経費

等の事務局運営費でございます。

次に、歳入決算額の予算に対する増減額に

ついて御説明申し上げます。決算附属調書の

１０ページをお開きください。

科目欄一番下の行の雑入について、１１ペ

ージの増減理由欄の上から３行目、議会事務

局所属の２４５万９，６２１円は、政務活動

費過年度分の返納等によるものでございます。

最後に、不用額について御説明を申し上げ

ます。決算附属調書の１３ページをお開きく

ださい。

一番上の議会費の不用額４，４６６万８，

８９８円は、政務活動費交付金の額の確定に

伴う残額３，８７９万円余の減及び議員登庁

旅費の減等でございます。

以上で説明を終わらせていただきます。

よろしく御審議をお願いいたします。

以上で説明は終わりました。土居副委員長

これより質疑に入ります。

執行部の皆さんに申し上げます。

答弁は挙手し、私から指名を受けた後、自

席で起立の上、マイクを使用し簡潔・明瞭に

答弁願います。

今回、事前通告はありませんが、事前通告

されていない委員で質疑はありませんか。何

でも結構でございます。

〔「なし」と言う者あり〕

それでは、本日の質疑等を踏土居副委員長

まえ、委員の方から、ほかに何か質疑はござ

いませんか。何でも結構でございます。

〔「なし」と言う者あり〕

ほかにないようですので、こ土居副委員長

れで質疑を終了します。

これをもって議会事務局関係の審査を終わ

ります。

執行部はお疲れさまでした。

ここで、執行部が入れ替わりますので、少

々お待ちください。

〔議会事務局退室、人事委員会事務局入

室〕

これより、人事委員会事務局土居副委員長

関係の審査に入りますが、説明は要点を簡潔

・明瞭にお願いします。

それでは、人事委員会事務局長の説明を求

めます。

人事委員会事務局下郡人事委員会事務局長

でございます。

人事委員会関係につきましては、平成２７

年度決算審査報告書の指摘事項はございませ

ん。また、平成２８年度主要施策も該当はご

ざいませんので、平成２８年度一般会計及び

特別会計決算事業別説明書により、人事委員

会の事業について御説明いたします。

平成２８年度一般会計及び特別会計決算事

業別説明書の２９３ページをお開きください。

第２款総務費第８項人事委員会費の第１目

委員会費は、予算額７６２万円に対し、決算

額は７４７万５，９９０円でございます。

その主なものは、委員３名分の報酬６７８

万円と、人事委員会の開催、各種会議への出

席等、委員会の運営に要した経費でございま

す。
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次に、第２目事務局費は、予算額１億４，

１２３万９千円に対し、決算額は１億３，９

８２万８，１１４円でございます。

その内訳は、まず事務局職員１５人分の給

与費が１億２，２７６万３，３４２円でござ

います。

次の事務局管理事業費３３０万４０２円は、

各種会議等への出席、図書・文具の購入など、

事務局の運営・管理に要した経費でございま

す。

次の任用関係事業費１，２３９万３，１０

５円は、県職員及び警察官の採用試験の実施

及び募集等に要した経費でございます。

次の給与関係事業費１２０万３，９５０円

は、民間給与実態調査、職員の給与に係る報

告及び勧告等に要した経費でございます。

最後の審査関係事業費１６万７，３１５円

は、県職員の勤務条件に関する措置要求及び

不利益処分に関する審査請求等の公平審査事

務や労働安全衛生関係事務及び町村等からの

公平事務の受託等に要した経費でございます。

次に、不用額について御説明いたします。

別冊の決算附属調書の１４ページをお開きく

ださい。

一番左の科目欄の上から６行目、人事委員

会費の事務局費１４１万８８６円は、任用関

係事業のその他需用費等が見込みを下回った

ことによるものでございます。

以上で説明を終わります。よろしくお願い

いたします。

以上で説明は終わりました。土居副委員長

これより質疑に入ります。

執行部の皆さんに申し上げます。

答弁は挙手し、私から指名を受けた後、自

席で起立の上、マイクを使用し簡潔・明瞭に

答弁願います。

今回事前通告はありませんが、事前通告さ

れていない委員で質疑はありませんか。

さっき言っていました給与実態調査堤委員

は具体的に大分県内のどういう形で抽出をさ

れて、どういう調査をするのか。その結果等

については、どういう形で公表されるのかに

ついてお伺いします。

給与実態調査について御説細川公務員課長

明申し上げます。

給与実態調査は、全国の人事委員会、それ

から国の人事院が共同して民間の給与の実態

調査を行うものでございます。

県下で約４００余りの事業所が対象になる

んですが、その３分の１ほどを例年実際に事

業所に赴いて調査をしております。

その結果に基づいて、民間の企業の実態と

県職員の給与の実態のラスパイレス比較をい

たしまして、それを給与の勧告――今年の勧

告は明日行うことにしておりますが、その勧

告の中で、その調査の概要を報告していると

ころでございます。

ほかに質疑はございませんか。土居副委員長

〔「なし」と言う者あり〕

それでは、本日の質疑等を踏土居副委員長

まえ、委員の方から、ほかに何か質疑はござ

いませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

ほかにないようですので、こ土居副委員長

れで質疑を終了します。

これをもって人事委員会事務局関係の審査

を終わります。

執行部はお疲れさまでした。

ここで、執行部が入れ替わりますので、少

々お待ちください。

〔人事委員会事務局退室、労働委員会

事務局入室〕

これより労働委員会事務局関土居副委員長

係の審査に入りますが、説明は要点を簡潔明

瞭にお願いします。

それでは労働委員会事務局長の説明を求め

ます。

労働委員会事務局太田労働委員会事務局長

の平成２８年度決算について御説明いたしま

す。

お手元の一般会計及び特別会計決算事業別

説明書に基づいて説明させていただきます。
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関係する歳出科目は、第５款労働費の第４

項労働委員会費であります。

２８年度の決算額は、予算現額９，２１０

万７千円に対しまして、支出済額は９，０６

１万４，２５６円です。資料は２９５ページ

でございます。

不用額は１４９万２，７４４円であります。

次にお手元の資料の２９７ページを御覧く

ださい。

第１目委員会費の決算状況について御説明

いたします。

予算額１，２３７万４千円に対しまして、

決算額は１，１２４万３，７１８円でありま

す。

事業別決算額の内訳ですが、委員報酬が９

１２万８，１００円であります。

これは、総会や公益委員会議等に係る委員

１５人分の報酬であります。

その下、委員会運営費が２１１万５，６１

８円であります。

これは、各種会議への委員の旅費や、不当

労働行為事件の審査、調整等に要した経費で

あります。

事業説明欄の中ほど以下に、２８年度に取

り扱った審査及び調整件数を記載しています。

まず、不当労働行為事件の審査件数は２件

です。これは、使用者が労働組合法で禁止さ

れている不利益取扱いや団体交渉拒否等の不

当労働行為を行ったかどうかを審査するもの

です。

なお、２件のうち１件は３月に命令書を発

出して終結し、もう１件は本年度に繰越しと

なっていますが、先月命令書を発出し、終結

しています。

こうした不当労働行為については、数年に

１回事件化をいたしております。裁判所と同

様に民事訴訟法の手続に準じて証人尋問、審

問等口頭弁論を実施しながら適確な審査を行

っているところです。

最終的には、裁判で言う判決文・命令書の

言渡し等を行うものです。これら以外に更に

新たな事件が申し立てられていますが、今後

とも適確な審査を行いながら、紛争の解決を

図ってまいります。

続いて、第２目事務局費でありますが、予

算額７，９７３万３千円に対しまして、決算

額は、７，９３７万５３８円であります。

事業別決算額の内訳は、給与費が７，２０

０万５，７３８円で、職員の給料、職員手当

等であります。

その下、事務局運営費が７３６万４，８０

０円で、これは各種会議経費や不当労働行為

事件及びあっせん事件の調査経費のほか、労

働相談等に要する経費等であります。

続きまして、不用額について御説明します。

お手元の決算附属調書の１６ページをお開き

ください。

１６ページ一番上の労働委員会費のうち、

委員会費の不用額１１３万２８２円でありま

す。

これは、委員の報酬等の所要額が見込みを

下回ったことによるものでございます。

以上で説明を終わります。

御審議のほどよろしくお願いいたします。

以上で説明は終わりました。土居副委員長

これより質疑に入ります。

執行部の皆さんに申し上げます。答弁は挙

手し、指名を受けた後、起立の上、マイクを

使用し、簡潔・明瞭に答弁願います。

今回、事前通告はありませんが、事前通告

されていない委員で質疑はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

それでは、本日の質疑等を踏土居副委員長

まえて、ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

ないようですので、これで質土居副委員長

疑を終了します。

これをもって労働委員会事務局関係を終わ

ります。

執行部はお疲れさまでした。

〔労働委員会事務局退室〕

これより内部協議に入ります。土居副委員長
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先ほどの議会事務局、人事委員会事務局及

び労働委員会事務局の審査における質疑等を

踏まえ、決算審査報告書を取りまとめたいと

思いますが、特に指摘事項や、来年度予算へ

反映させるべき意見・要望事項等がありまし

たら、お願いします。

〔「なし」と言う者あり〕

特にないようですので、審査土居副委員長

報告書案の取りまとめにつきましては、本日

の審査における質疑を踏まえ、委員長に御一

任いただきたいと思いますが、よろしいでし

ょうか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

ありがとうございました。土居副委員長

以上で各種委員会の審査報告書の検討を終

わります。

以上で本日の審査日程は終わりましたが、

この際ほかに何かありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

それでは、次回の委員会は明土居副委員長

日６日の午前十時から開きます。

以上をもって本日の委員会を終わります。

お疲れさまでした。


